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【風水害対策編】第１章第２節 

新 旧 修正理由・備考 

第２節 防災の基本理念及び施策の概要 

 

１ (略) 

(1) 周到かつ十分な災害予防 

ア 災害予防段階における基本理念は以下のとおりである。 

(ｳ) 災害復旧や災害からの復興に必要な事前準備をするものとする。 

イ 災害予防段階における施策の概要は以下のとおりである。 

(ｱ) 災害に強いまちづくりを実現するための、主要交通・通信機能の強化、

避難路の整備等地震に強い構造の形成、学校、医療施設等の公共施設や住

宅等の建築物の安全化、代替施設の整備等によるライフライン施設等の機

能の確保策を講ずる。 

(ｳ) 住民の防災活動を促進するため、防災教育等による住民への防災思想・    

防災知識の普及、防災訓練の実施等を行う。併せて、自主防災組織等の育

成強化、防災ボランティア活動の環境整備・連携体制の強化、事業継続体

制の構築等企業防災の促進、災害教訓の伝承により住民の防災活動の環境

を整備する。なお、防災ボランティアについては、自主性に基づきその支

援力を向上し、県、町、住民、他の支援団体と連携・協働して活動できる

環境の整備が必要である。 

   (ｵ) 災害時の災害応急対策、その後の災害復旧・復興を迅速かつ円滑に行う

ため、災害応急活動体制や情報伝達体制の整備、施設・設備・資機材等の

整備・充実を図るとともに、必要とされる食料・飲料水等を備蓄する。ま

た、関係機関が連携し、過去の災害対応の教訓の共有を図るなど、実践的

な訓練や計画的かつ継続的な研修を実施する。さらに、復興事前準備を講

ずることとする。 

 

３ 住民は、「自分の命は自分で守る」との認識のもと、地域、職場、家庭等にお

いて互いに協力しあい、災害時を念頭においた防災対策を平時から講ずるもの

とする。 

 

第２節 防災の基本理念及び施策の概要 

 

１ (略) 

(1) 周到かつ十分な災害予防 

ア 災害予防段階における基本理念は以下のとおりである。 

(新設) 

イ 災害予防段階における施策の概要は以下のとおりである。 

(ｱ) 災害に強いまちづくりを実現するための、主要交通・通信機能の強化、

避難路の整備等地震に強い構造の形成、学校、医療施設等の公共施設や住

宅等の建築物の安全化、代替施設の整備等によるライフライン施設等の機

能の確保策を講じる。 

(ｳ) 住民の防災活動を促進するため、防災教育等による住民への防災思想・

防災知識の普及、防災訓練の実施等を行う。併せて、自主防災組織等の育

成強化、防災ボランティア活動の環境整備、事業継続体制の構築等企業防

災の促進、災害教訓の伝承により住民の防災活動の環境を整備する。なお、

防災ボランティアについては、自主性に基づきその支援力を向上し、県、

町、住民、他の支援団体と連携・協働して活動できる環境の整備が必要で

ある。 

(ｵ) 災害時の災害応急対策、その後の災害復旧・復興を迅速かつ円滑に行う

ため、災害応急活動体制や情報伝達体制の整備、施設・設備・資機材等の

整備・充実を図るとともに、必要とされる食料・飲料水等を備蓄する。ま

た、関係機関が連携し、過去の災害対応の教訓の共有を図るなど、実践的

な訓練や計画的かつ継続的な研修を実施する。（追加） 

 

 

３ 住民は、「自分の命は自分で守る」との認識のもと、地域、職場、家庭等にお

いて互いに協力しあい、災害時を念頭においた防災対策を平常時から講じるもの

とする。 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せた修正 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せた修正 

 

県の防災計画に合わ

せた修正 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せた修正 

 

 

表現の統一に伴う修

正 
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【風水害対策編】第１章第３節 

新 旧 修正理由・備考 

第３節 防災上重要な機関の実施責任と 

    処理すべき事務又は業務の大綱 

 

３ 指定地方行政機関 

(17)関東地方測

量部 

ア 災害時等における地理空間情報の整備・提供に

関すること。 

イ 復旧・復興のための公共測量の指導・助言に関す

ること。 

ウ  災害教訓の伝承に関すること。 

 

(19)長野行政監

視 行政相談セ

ンター 

ア  被災者への生活支援情報の提供に関すること。 

イ  専用電話を備えた相談窓口の開設に関するこ

と。 

ウ  特別行政相談所の開設に関すること。 

 

 

８ 指定公共機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機関の名称 処理すべき事務又は業務の大綱 

(4)電気通信事業

者 

（ＮＴＴ東日本㈱、㈱ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ㈱、ソ

フトバンク㈱、楽天モバイル㈱） 

ア 公衆電気通信設備の保全に関すること。 

イ 災害非常通話の確保及び気象通報の伝達に関す

ること。 

 

(6)日本赤十字社 

長野県支部 

ア 医療、助産等救助、救護に関すること。 

イ 日赤医療コーディネーター及び医療救護班の派

遣に関すること｡ 

ウ 地震災害救助等の奉仕者の連絡調整に関するこ

と。 

エ 義援金の募集に関すること。 

 

(8)日本放送協会 

(長野放送局) 

気象予警報等の放送周知に関すること、災害情報

等広報に関すること。 

第３節 防災上重要な機関の実施責任と 

    処理すべき事務又は業務の大綱 

 

３ 指定地方行政機関 

(17)関東地方測

量部 

ア 災害時等における地理空間情報の整備・提供に

関すること。 

イ 復旧・復興のための公共測量の指導・助言に関す

ること。 

（追加） 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

８ 指定公共機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機関の名称 処理すべき事務又は業務の大綱 

(4)電気通信事業

者 

（東日本電信電話㈱、㈱ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ㈱、

ソフトバンク㈱、楽天モバイル㈱） 

ア 公衆電気通信設備の保全に関すること。 

イ 災害非常通話の確保及び気象通報の伝達に関す

ること。 

 

(6) 日本赤十字

社長野県支部 

ア 医療、助産等救助、救護に関すること。 

（新規） 

 

イ 地震災害救助等の奉仕者の連絡調整に関するこ

と。 

ウ 義援金の募集に関すること。 

 

(8)日本放送協会 

(長野放送局) 

災害情報等等広報に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合

わせた修正 

県の防災計画に合

わせた修正 

 

 

 

 

 

 

社名変更に伴う修

正 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合

わせた修正 

見出し記号の修正 

 

見出し記号の修正 

 

予警報周知を含め

るため修正 
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【風水害対策編】第１章第３節 

新 旧 修正理由・備考 

９ 指定地方公共機関 

機関の名称 処理すべき事務又は業務の大綱 

(6)放送事業者 (信越放送㈱、㈱長野放送、㈱テレビ信州、長野朝日

放送㈱、長野エフエム放送㈱、飯田エフエム放送㈱) 

 気象予警報等の放送周知に関すること、天気予報

及び警報、災害情報等広報に関すること。 

 

(7)長野県情報ネ

ットワーク協

会 

 

気象予警報等の放送周知に関すること、天気予報

及び警報、災害情報等広報に関すること。  

 

９ 指定地方公共機関 

機関の名称 処理すべき事務又は業務の大綱 

(6)放送事業者 (信越放送㈱、㈱長野放送、㈱テレビ信州、長野朝日

放送㈱、長野エフエム放送㈱、飯田エフエム放送㈱) 

 天気予報及び警報、災害情報等広報に関すること。 

 

 

(7)長野県情報ネ

ットワーク協

会 

 

天気予報及び警報、災害情報等広報に関すること。 

 

 

 

 

 

 

予警報周知を含め

るため修正 

 

予警報周知を含め

るため修正 
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【風水害対策編】第２章第１節 

新 旧 修正理由・備考 

第１節 風水害に強いまちづくり 

 

第３ 計画の内容 

  ２ 風水害に強いまちづくり 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｱ) 風水害に強いまちの形成 

      ｃ (略) 

また、基礎調査の結果，土砂災害警戒区域に相当することが判明

した区域についても、土砂災害警戒区域の指定作業と並行して、上

記と同様の措置を講ずるよう努める。 

ｊ (略)  

(h) 土石災害のおそれのある個所における砂防設備、地すべり防止

施設急傾 斜地崩壊防止施設の整備等に加え、土砂災害に対する

警戒避難に必要な雨量計、ワイヤーセンサー等の設置及び流木・

風倒木流出防止対策を含め、総合的な土砂災害防止対策の推進 

特に土砂・流木による被害の危険性が高い中小河川においては、

土砂・流木捕捉効果の高い透過型砂防堰堤等の整備を実施すると

ともに、土砂・洪水氾濫による被害の危険性が高い河川において、

砂防堰堤、遊砂地等の整備を実施 

(i) 

              (j) 

(ｴ) 災害応急対策等への備え 

ａ 次章以降に掲げる、災害時の災害応急対策、災害復旧・復興を迅

速かつ円滑に行うための備えを平時より十分行うとともに、職員及

び住民個々の防災力の向上、人的ネットワークの構築を図る。 

ｊ  平時より、災害による被害が予測される空き家等の状況の確認に

努める。 

イ 【関係機関が実施する計画】 

ｅ(略) なお、浸水想定区域（洪水・雨水出水）に所在する場合は、風

水害が生じた際の被災を軽減するため、止水板等の設置による止水

対策や自家発電機等の高所移設、排水ポンプ設置等による浸水対策

を講ずるものとする。 

(ｳ) 災害応急対策等への備え 

ａ 次章以降に掲げる、災害時の災害応急対策、災害復旧・復興を迅 

第１節 風水害に強いまちづくり 

 

第３ 計画の内容 

  ２ 風水害に強いまちづくり 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｱ) 風水害に強いまちの形成 

ｃ (略) 

 また、基礎調査の結果，土砂災害警戒区域に相当することが判明

した区域についても、土砂災害警戒区域の指定作業と並行して、上

記と同様の措置を講じるよう努める。 

ｊ (略)  

(新設) 

 

 

 

 

 

 

 

(h)  

(i)  

(ｴ) 災害応急対策等への備え 

ａ 次章以降に掲げる、災害時の災害応急対策、災害復旧・復興を迅

速かつ円滑に行うための備えを平常時より十分行うとともに、職

員及び住民個々の防災力の向上、人的ネットワークの構築を図る。 

ｊ 平常時より、災害による被害が予測される空き家等の状況の確

認に努める。 

イ 【関係機関が実施する計画】 

ｅ(略) なお、浸水想定区域（洪水・雨水出水）に所在する場合は、風

水害が生じた際の被災を軽減するため、止水板等の設置による止水

対策や自家発電機等の高所移設、排水ポンプ設置等による浸水対策

を講じるものとする 

(ｳ) 災害応急対策等への備え 

ａ 次章以降に掲げる、災害時の災害応急対策、災害復旧・復興を迅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

県の防災計画に合わ

せた修正 

 

 

 

 

 

 

見出し記号の修正 

見出し記号の修正 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 
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【風水害対策編】第２章第１節 

新 旧 修正理由・備考 

速かつ円滑に行うための備えを平時より十分行うとともに、職員

個々の防災力の向上を図る。 

 

速かつ円滑に行うための備えを平常時より十分行うとともに、職

員個々の防災力の向上を図る。 

表現の統一に伴う修

正 
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【風水害対策編】第２章第２節 

新 旧 修正理由・備考 

第２節 災害発生直前対策 

 

第３ 計画の内容 

３ 災害未然防止活動 

(1) 県及び市町村は、大規模な災害発生のおそれがある場合、事前に新物資

システム（Ｂ －ＰＬｏ）を用いて備蓄状況の確認を行うとともに、あら

かじめ登録されている物資の輸送拠点を速やかに開設できるよう、物資の

輸送拠点の管理者の連絡先や開設手続を関係者間で共有するなど、備蓄物

資の提供を含め、速やかな物資支援のための準備に努めるものとする。 

 

第２節 災害発生直前対策 

 

第３ 計画の内容 

３ 災害未然防止活動 

(1) 県及び市町村は、大規模な災害発生のおそれがある場合、事前に物資調

達・輸送調整等支援システムを用いて備蓄状況の確認を行うとともに、あ

らかじめ登録されている物資の輸送拠点を速やかに開設できるよう、物資

の輸送拠点の管理者の連絡先や開設手続を関係者間で共有するなど、備蓄

物資の提供を含め、速やかな物資支援のための準備に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せた修正 
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【風水害対策編】第２章第３節 

新 旧 修正理由・備考 

第３節 情報の収集・連絡体制計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｶ) 国関係機関、市町村及び指定公共機関等と情報の共有化を図るた

め、横断的に共有すべき防災情報を、新総合防災情報システム(ＳＯＢ

Ｏ－ＷＥＢ)や新物資システム(Ｂ－ＰＬｏ)に集約できるよう努める

とともに、必要に応じて活用するものとする。 

 

２ 情報の分析整理 

県と連携し、平時より自然情報、社会情報、防災情報等の防災関連情報の

収集、蓄積に努め、総合的な防災情報を網羅した各種災害におけるハザード

マップ、防災マップの作成等による災害危険性の周知等に生かすほか、必要

に応じ、災害対策を支援する地理情報システムの構築に努めるものとする。 

 

 

３ 通信手段の確保 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｶ) ＮＴＴ東日本㈱等の電気通信事業者により提供されている災害時

優先電話等を効果的に活用するよう努める。 

第３節 情報の収集・連絡体制計画 

 

第３ 計画の内容  

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｶ)  国関係機関、市町村及び公共機関等と情報の共有化を図るため、

横断的に共有すべき防災情報を、総合防災情報システム(ＳＯＢＯ－

ＷＥＢ)に集約できるよう努めるとともに、必要に応じて活用するも

のとする。 

 

２ 情報の分析整理 

県と連携し、平常時より自然情報、社会情報、防災情報等の防災関連情報

の収集、蓄積に努め、総合的な防災情報を網羅した各種災害におけるハザー

ドマップ、防災マップの作成等による災害危険性の周知等に生かすほか、必

要に応じ、災害対策を支援する地理情報システムの構築に努めるものとす

る。 

 

３ 通信手段の確保 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｶ) 東日本電信電話㈱等の電気通信事業者により提供されている災害

時優先電話等を効果的に活用するよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せた修正 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

社名変更に伴う修正 
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【風水害対策編】第２章第４節 

新 旧 修正理由・備考 

第４節 活動体制計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 職員の参集・活動体制 

(2) 実施計画 

イ【町が実施する計画】 

(ｴ) 応急対策全般への対応力を高めるため、国の研修機関等及び地方公

共団体の研修制度・内容の充実、専門家（風水害においては気象防災

アドバイザー等）の知見の活用等により、人材の育成を図るとともに、

緊急時に外部の専門家等の意見・支援を活用できるような仕組みを平

時から構築に努めるものとする。 

 (ｶ）災害対応業務に従事する職員の健康管理等の徹底に努めるものとす

る。 

 

第４節 活動体制計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 職員の参集・活動体制 

(2) 実施計画 

イ【町が実施する計画】 

(ｴ) 応急対策全般への対応力を高めるため、国の研修機関等及び地方公

共団体の研修制度・内容の充実、専門家（風水害においては気象防災

アドバイザー等）の知見の活用等により、人材の育成を図るとともに、

緊急時に外部の専門家等の意見・支援を活用できるような仕組みを平

常時から構築に努めるものとする。 

(新設) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

県の防災計画に合わ

せた修正 
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【風水害対策編】第２章第５節 

新 旧 修正理由・備考 

第５節 広域相互応援計画 

 

第１ 基本方針 

災害発生時において、その規模及び被害の状況から、本町単独では十分な応

急・復旧活動を実施することが困難となった場合に備え、地方公共団体相互、

消防機関相互及び公共機関相互等において、応援協定を締結し、平時から連携

の強化を図るとともに、災害時は、協力して迅速かつ円滑な応急・復旧活動を

実施するものとする。 

また、相互支援体制や連携体制の整備に当たっては，実効性の確保に留意す

る。 

 

第３ 計画の内容 

 １ 防災関係機関相互の連携体制整備 

(2) 実施計画 

【町、県及び関係機関が実施する計画】 

(ｵ) 地方整備局は、緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）等が迅

速に活動できるよう、ＴＥＣ -ＦＯＲＣＥ予備隊員を含む、人員の派

遣及び資機材の提供を行う体制の整備を図るとともに、研修及び実践

的な訓練の実施により、支援体制の充実・強化を図るものとする。ま

た、高度な専門性を有するＴＥＣ－ＦＯＲＣＥアドバイザーやＴＥＣ

－ＦＯＲＣＥパートナーと一体となって官民で連携して活動する体

制の構築を図るものとする。 

 

２ 県内全市町村間の相互応援協定 

(1) 現状及び課題 

県内７７市町村間において相互応援を行う「長野県市町村災害時相互

応援協定」が締結されている。 

このほか県内市町村が、他の地方公共団体と相互応援等の協定を締結

しているのは、令和４年９月１日現在、215協定である。 

今後は、これらの協定に基づき平時から連携強化を図り、相互応援体

制を確立する必要がある。  

(2) 実施計画 

ア【町が実施する計画】 

  (ｳ) 備蓄状況の把握及び合同訓練等を定期的に実施し、迅速かつ円滑な

応援の要請及び実施が図れるよう、平時から連携強化に努めるものと 

第５節 広域相互応援計画 

 

第１ 基本方針 

災害発生時において、その規模及び被害の状況から、本町単独では十分な応

急・復旧活動を実施することが困難となった場合に備え、地方公共団体相互、

消防機関相互及び公共機関相互等において、応援協定を締結し、平常時から連

携の強化を図るとともに、災害時は、協力して迅速かつ円滑な応急・復旧活動

を実施するものとする。 

また、相互支援体制や連携体制の整備に当たっては，実効性の確保に留意す

る。 

 

第３ 計画の内容 

 １ 防災関係機関相互の連携体制整備 

(2) 実施計画 

【町、県及び関係機関が実施する計画】 

(ｵ) 地方整備局は、緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）等が迅

速に活動できるよう、人員の派遣及び資機材の提供を行う体制の整備

を図るものとする。 

 

 

 

 

 

２ 県内全市町村間の相互応援協定 

(1) 現状及び課題 

県内７７市町村間において相互応援を行う「長野県市町村災害時相互応

援協定」が締結されている。 

(追加) 

 

今後は、これらの協定に基づき平常時から連携強化を図り、相互応援体

制を確立する必要がある。  

(2) 実施計画 

ア【町が実施する計画】 

(ｳ) 備蓄状況の把握及び合同訓練等を定期的に実施し、迅速かつ円滑な

応援の要請及び実施が図れるよう、平常時から連携強化に努めるもの 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内の相互応援等の

協定締結状況を追加 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

表現の統一に伴う修 
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【風水害対策編】第２章第５節 

新 旧 修正理由・備考 

する。 

 

３ 県内外消防本部間の消防相互応援体制 

(2) 実施計画 

ア【町が実施する計画】 

(ｲ) 消防団は、消防力の把握及び実践的な合同訓練等を定期的に実施

し、迅速かつ円滑な応援の要請及び応援活動の実施等が図れるよう、

平時から連携強化を図るものとする。 

イ【飯田広域消防本部が実施する計画】 

(ｲ) 消防力の把握及び実践的な合同訓練等を定期的に実施し、迅速か

つ円滑な応援の要請及び応援活動の実施等が図れるよう、平時から連

携強化を図るものとする。 

 

５ 県と市町村が一体となった他都道府県被災地への応援体制整備 

(2) 実施計画 

【町及び県が実施する計画】 

協定により実施する応援の内容については、その内容ごとに応援に要

する職員の選定、職員が自活できるような資機材や物資等の確保及び活

動方法等の応援体制をあらかじめ定めるよう努めるものとする。また、

共同で訓練等を行うなど、平時より連携を強化し、円滑な応援活動を行

う体制を整備するものとする。 

 

とする。 

 

３ 県内外消防本部間の消防相互応援体制 

(2) 実施計画 

ア【町が実施する計画】 

(ｲ) 消防団は、消防力の把握及び実践的な合同訓練等を定期的に実施

し、迅速かつ円滑な応援の要請及び応援活動の実施等が図れるよう、

平常時から連携強化を図るものとする。 

イ【飯田広域消防本部が実施する計画】 

(ｲ) 消防力の把握及び実践的な合同訓練等を定期的に実施し、迅速かつ

円滑な応援の要請及び応援活動の実施等が図れるよう、平常時から連

携強化を図るものとする。 

 

５ 県と市町村が一体となった他都道府県被災地への応援体制整備 

(2) 実施計画 

【町及び県が実施する計画】 

協定により実施する応援の内容については、その内容ごとに応援に要

する職員の選定、職員が自活できるような資機材や物資等の確保及び活

動方法等の応援体制をあらかじめ定めるよう努めるものとする。また、

共同で訓練等を行うなど、平常時より連携を強化し、円滑な応援活動を

行う体制を整備するものとする。 

 

正 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 
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【風水害対策編】第２章第６節 

新 旧 修正理由・備考 

第６節 救助・救急・医療計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 救助・救急用資機材の整備 

(1) 現状及び課題 

本町においては、救助救急車輌の整備及び運行は飯田広域消防本部に

て、実施をしている。 

消防団、自主防災組織等を中心とした救助・救急活動に必要な資機材の

整備、分散配置及び平時からの訓練の実施も必要である。 

また、災害時に借受けが必要な資機材及び不足が見込まれる資機材に

ついては、あらかじめ借受け先を定めておく必要がある。 

(2) 実施計画 

【飯田広域消防本部及び町が実施する計画】 

 (ｳ) 日本赤十字社等の協力を得て、平時から住民に対して、救助・救急

資機材を使用した、救助方法及び応急手当等の指導を行うとともに、

定期的に訓練を実施するものとする。 

 

４ 消防、医療及びその他関係機関相互の連絡体制の整備 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｳ) 災害時に医療施設や避難所等の情報を迅速に把握するために、広域

災害救急医 療情報システム（ＥＭＩＳ）、災害時保健医療福祉活動支

援システム（Ｄ２４Ｈ）等 の活用に努め、操作等の研修・訓練を定

期的に行うものとする。 

イ 【関係機関が実施する計画】 

(ｳ) 災害時に医療施設や避難所等の情報を迅速に把握するために、広域

災害救急 医療情報システム（ＥＭＩＳ）、災害時保健医療福祉活動支

援システム（Ｄ２４Ｈ）等の活用に努め、操作等の研修・訓練を定期

的に行うものとする。 

 

第６節 救助・救急・医療計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 救助・救急用資機材の整備 

(1) 現状及び課題 

本町においては、救助救急車輌の整備及び運行は飯田広域消防本部に

て、実施をしている。 

消防団、自主防災組織等を中心とした救助・救急活動に必要な資機材の

整備、分散配置及び平常時からの訓練の実施も必要である。 

また、災害時に借受けが必要な資機材及び不足が見込まれる資機材につ

いては、あらかじめ借受け先を定めておく必要がある。 

(2) 実施計画 

【飯田広域消防本部及び町が実施する計画】 

 (ｳ) 日本赤十字社等の協力を得て、平常時から住民に対して救助・救急

資機材を使用した救助方法及び応急手当等の指導を行うとともに、

定期的に訓練を実施するものとする。 

 

４ 消防、医療及びその他関係機関相互の連絡体制の整備 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｳ) 災害時に医療施設の診療状況等の情報を迅速に把握するために、

広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）の整備に努め、操作

等の研修・訓練を定期的に行うものとする。 

 

イ 【関係機関が実施する計画】 

(ｳ) 災害時に医療施設の診療状況等の情報を迅速に把握するために、広

域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）の整備に努め、操作等の

研修・訓練を定期的に行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第２章第７節 

新 旧 修正理由・備考 

第７節 消防・水防活動計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 消防計画 

 (1) 現状及び課題 

令和７年４月１日現在の本町の消防体制は、本部及び３部、消防団員

150名である。 

(略)  

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｴ) 消防機関及び自主防災組織等の連携強化 

(略) 

また、当該組織等の活動拠点施設、資機材の整備及びリーダー研修

の実施等による育成強化を図るとともに、防災訓練の実施等により、

平時から消防本部、消防団及び自主防災組織の連携強化を図り、大規

模災害発生時において、一体となって当該災害等に対処できる体制の

構築を図るものとする。 

イ 【飯田広域消防本部が実施する計画】 

（ｲ) 防災関係機関等の連携強化 

迅速かつ的確な消防活動を実施するためには、管内の防災関係機関

との連携協力関係を深めていくことが必要なことから、初動期の連携

体制の具体的な調整を実施するものとする。また、平時から消防機関

と自主防災組織等の連携強化を行い、発災時に一体の活動ができるよ

う協力するものとする。 

 

２ 水防計画 

 (2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

 (ｴ) 平時における河川、遊水池等の水防対象箇所の巡視 

 

第７節 消防・水防活動計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 消防計画 

 (1) 現状及び課題 

令和６年４月１日現在の本町の消防体制は、本部及び３部、消防団員150

名である。 

(略)  

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｴ) 消防機関及び自主防災組織等の連携強化 

(略)  

また、当該組織等の活動拠点施設、資機材の整備及びリーダー研修

の実施等による育成強化を図るとともに、防災訓練の実施等により、

平常時から消防本部、消防団及び自主防災組織の連携強化を図り、大

規模災害発生時において、一体となって当該災害等に対処できる体制

の構築を図るものとする。 

イ 【飯田広域消防本部が実施する計画】 

（ｲ) 防災関係機関等の連携強化 

迅速かつ的確な消防活動を実施するためには、管内の防災関係機関

との連携協力関係を深めていくことが必要なことから、初動期の連携

体制の具体的な調整を実施するものとする。また、平常時から消防機

関と自主防災組織等の連携強化を行い、発災時に一体の活動ができる

よう協力するものとする。 

 

２ 水防計画 

 (2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

 (ｴ) 平常時における河川、遊水池等の水防対象箇所の巡視 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 
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【風水害対策編】第２章第８節 

新 旧 修正理由・備考 

第８節 要配慮者支援計画 

 

第１ 基本方針 

(略) 

また、近年社会福祉施設、医療施設等の要配慮者利用施設が、土砂災害や

浸水被害により被災し、多数の犠牲者が出た事例もあり、土砂災害や浸水被

害が発生するおそれのある地域内に立地する要配慮者利用施設については、

避難誘導等について重点的に対策を講ずる必要がある。  

 

第２ 主な取組 

１ 避難行動要支援者名簿及び個別避難計画を作成し、支援体制計画の構築

に努める。 

 

第３ 計画の内容 

１ 要配慮者支援計画の作成 

(1) 現状及び課題 

災害時の要配慮者に対する避難支援等の強化は急務であり、避難支援

体制の構築が望まれる。特に、要配慮者のうち避難行動要支援者につい

ては、市町村に名簿作成が義務付けられており、平時から避難支援体制

を構築しておく必要がある。 

(2) 実施計画 

【町が実施する計画】 

(ｲ) 避難行動要支援者の把握と名簿の作成 

町は、町地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局な

ど関係部局の連携の下、平時より避難行動要支援者に関する情報の

把握に努め、避難行動要支援者名簿を作成する。情報の把握及び名

簿の作成にあたっては、本人の意思に反してプライバシーに関わる

事項の申出を強制しないよう十分注意するものとする。(略) 

ａ 名簿に記載する者の範囲 

   (a)  要介護認定３～５を受けている者 

(b)  身体障害者手帳１・２級を所持する者 

  (c)  療育手帳Ａを所持する者 

   (d)  精神障がい者保健福祉手帳１・２級を所持する者で単身世帯 

の者 

第８節 要配慮者支援計画 

 

第１ 基本方針 

(略) 

また、近年社会福祉施設、医療施設等の要配慮者利用施設が、土砂災害や

浸水被害により被災し、多数の犠牲者が出た事例もあり、土砂災害や浸水被

害が発生するおそれのある地域内に立地する要配慮者利用施設については、

避難誘導等について重点的に対策を講じる必要がある。  

 

第２ 主な取組み 

１ 要配慮者支援計画を策定し、支援体制計画の構築に努める。 

 

 

第３ 計画の内容 

１ 要配慮者支援計画の作成 

(1) 現状及び課題 

災害時の要配慮者に対する避難支援等の強化は急務であり、避難支援

体制の構築が望まれる。特に、要配慮者のうち避難行動要支援者につい

ては、市町村に名簿作成が義務付けられており、平常時から避難支援体

制を構築しておく必要がある。 

(2) 実施計画 

【町が実施する計画】 

(ｲ) 避難行動要支援者の把握と名簿の作成 

町は、町地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局な

ど関係部局の連携の下、平常時より避難行動要支援者に関する情報

の把握に努め、避難行動要支援者名簿を作成する。(追加)(略) 

 

 

(ｳ) 名簿に記載する者の範囲 

ａ 要介護認定３～５を受けている者 

  ｂ 身体障害者手帳１・２級を所持する者 

  ｃ 療育手帳Ａを所持する者 

ｄ 精神障がい者保健福祉手帳１・２級を所持する者で単身世帯の 

者  

 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

文言の整理 

 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

見出し記号の修正 
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【風水害対策編】第２章第８節 

新 旧 修正理由・備考 

(e)  上記に準ずる状態にある難病患者等 

(f) 在宅人工呼吸療法患者及び在宅酸素療法患者 

(g) 5歳以上単身世帯高齢者のうち支援を必要とする者 

    (h) 主防災組織が支援を必要と認めた者 

ｂ 避難行動要支援者名簿の記載事項 

   (a) 氏名 

   (b) 生年月日 

   (c) 性別 

   (d) 住所又は居所 

    (e) 電話番号その他の連絡先 

   (f) 避難支援等を必要とする理由 

   (g) その他避難支援等の実施に関し町長が必要と認めるもの 

(ｳ) 個別避難計画作成の努力義務 

町は、町地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局な

ど関係部局の連携の下、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、

地域住民、ＮＰＯ等の避難支援等に携わる関係者と連携して、名簿

情報に係る避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難

計画を作成するよう努めるものとする。この場合、例えば積雪寒冷

地における積雪や凍結といった地域特有の課題に留意するものとす

る。 

また、個別避難計画については、避難行動要支援者の状況の変化、

ハザードマップの見直しや更新、災害時の避難方法等の変更等を適

切に反映したものとなるよう、必要に応じて更新するとともに、庁

舎の被災等の事態が生じた場合においても、計画の活用に支障が生

じないよう、個別避難計画情報の適切な管理に努めるものとする。 

なお、作成にあたっては、地域の実情に応じ、地域の危険度の想

定や要配慮者 本人の心身の状況等を考慮し、優先度が高い要配慮者

から作成できるものとする。 

 

 

 

(ｴ) 避難行動要支援者名簿の提供 

町地域防災計画に定めるところにより、避難支援等関係者に対し、

避難行動要支援者本人の同意を得ることにより、または、当該市町 

 

ｅ 上記に準ずる状態にある難病患者等 

ｆ 在宅人工呼吸療法患者及び在宅酸素療法患者 

ｇ 75歳以上単身世帯高齢者のうち支援を必要とする者 

  ｈ 自主防災組織が支援を必要と認めた者 

(ｴ) 避難行動要支援者名簿の記載事項 

ａ 氏名 

  ｂ 生年月日 

  ｃ 性別 

  ｄ 住所又は居所 

  ｅ 電話番号その他の連絡先 

  ｆ 避難支援等を必要とする理由 

  ｇ その他避難支援等の実施に関し町長が必要と認めるもの 

(ｹ) 個別避難計画作成の努力義務 

地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関係部局

の連携の下、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民、

ＮＰＯ等の避難支援等に携わる関係者と連携して、名簿情報に係る

避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難計画を作成

するよう努める。この場合、例えば積雪寒冷地における積雪や凍結

といった地域特有の課題に留意するものとする。 

また、個別避難計画については、避難行動要支援者の状況の変

化、ハザードマップの見直しや更新、災害時の避難方法等の変更等

を適切に反映したものとなるよう、必要に応じて更新するととも

に、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても、計画の活用に支

障が生じないよう、個別避難計画情報の適切な管理に努めるものと

する。 

なお、作成にあたっては、地域の実情に応じ、地域の危険度の想

定や要配慮者本人の心身の状況等を考慮し、優先度が高い要配慮者

から作成できるものとする。 

加えて、被災者支援業務の迅速化・効率化のため、避難行動要支

援者名簿及び個別避難計画の作成等にデジタル技術を活用するよう

積極的に検討するものとする。 

(ｵ) 避難行動要支援者名簿の提供 

避難支援等に携わる関係者として消防機関、警察機関、民生委員・

児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織等の避難支援等関係者に 

見出し記号の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第２章第８節 

新 旧 修正理由・備考 

村の条例の定めがある場合には、あらかじめ避難行動要支援者名簿

を提供するとともに、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支

援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、

避難訓練の実施等を一層図るものとする。 

その際、名簿情報の漏えいの防止等必要な措置をとるものとする。 

なお、名簿情報の提供について、本人の同意がなくても平時から

名簿情報を外部に提供できる旨を市町村条例等で別に定めている場

合は、平時からの提供に際 しては本人の同意を要しない。 

(ｵ) 避難行動要支援者の移送計画 

安全が確保された後に、避難行動要支援者を円滑に避難場所から

指定避難所等へ移送するため、運送事業者等の協力を得ながら、移

送先及び移送方法についてあらかじめ定めるよう努めるものとす

る。 

(ｶ) 個別避難計画の事前提供 

地域防災計画に定めるところにより、消防機関、警察機関、民生

委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等に

携わる関係者に対し、避難行動要支援者本人及び避難支援等実施者

の同意、または、町の条例の定めがある場合には、あらかじめ個別

避難計画を提供する。また、個別避難計画の実効性を確保する観点

等から、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する

情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の

実施等を一層図る。その際、個別避難計画情報の漏えいの防止等必

要な措置を講ずるものとする。 

(ｷ) 要配慮者への配慮 

町は、個別避難計画が未作成の避難行動要支援者及び避難行動要

支援者以外の要配慮者についても、避難支援等が円滑かつ迅速に実

施されるよう、平時から、避難支援等に携わる関係者への必要な情

報の提供、関係者間の事前の協議・調整、災害時住民支え合いマッ

プの作成その他の避難支援体制の整備など、必要な配慮をするもの

とする。 

(ｸ) 地区防災計画との調整 

地区防災計画が定められている地区において、個別避難計画を作

成する場合は、地区防災計画との整合が図られるよう努めるものと

する。また、訓練等により、両計画の一体的な運用が図られるよう 

 

対し、避難行動要支援者本人の同意を得ることにより、または、町 

の条例の定めがある場合には、あらかじめ避難行動要支援者名簿を

提供するとともに、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援

者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、

避難訓練の実施等を一層図る。 

その際、名簿情報の漏えいの防止等必要な措置をとるものとする。 

 

 

(ｸ) 避難行動要支援者の移送計画 

安全が確保された後に、避難行動要支援者を円滑に避難場所から

指定避難所へ移送するため、運送事業者等の協力を得ながら、移送

先及び移送方法についてあらかじめ定めるよう努めるものとする。 

 

(ｺ) 個別避難計画の事前提供 

地域防災計画に定めるところにより、消防機関、警察機関、民生

委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等に

携わる関係者に対し、避難行動要支援者本人及び避難支援等実施者

の同意、または、町の条例の定めがある場合には、あらかじめ個別

避難計画を提供する。また、個別避難計画の実効性を確保する観点

等から、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する

情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の

実施等を一層図る。その際、個別避難計画情報の漏えいの防止等必

要な措置を講じるものとする。 

(ｻ) 避難行動要支援者への配慮 

個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても、

避難支援等が円滑かつ迅速に実施されるよう、平常時から、避難支

援等に携わる関係者への必要な情報の提供、関係者間の事前の協議・

調整その他の避難支援体制の整備など、必要な配慮をするものとす

る。 

 

(ｼ) 地区防災計画との調整 

地区防災計画が定められている地区において、個別避難計画を作

成する場合は、地区防災計画との整合が図られるよう努めるものと 

          

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

県の防災計画に合わ

せて修正 

表現の統一に伴う修

正 
 

 

 

見出し記号の修正 
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【風水害対策編】第２章第８節 

新 旧 修正理由・備考 

努めるものとする。 

 

(ｹ) 個別避難計画作成の促進 

町は、個別避難計画の作成を促進するため、避難行動要支援者や

避難支援等に携わる関係者に対し、制度の周知・啓発等に努めるも

のとする。 

      (削除) 

 

 

 

 

(削除) 

する。また、訓練等により、両計画の一体的な運用が図られるよう

努めるものとする。 

(新設) 

 

 

 

(ｶ) 避難支援等関係者の安全確保 

避難支援に際しては、避難支援等関係者の安全が確保されている

ことが大前提であり、地域の実情や災害の状況に応じて可能な範囲

で避難支援を行う。また、避難支援等関係者に対して、自らの安全

が第一であることを周知徹底するものとする。 

(ｷ) 要配慮者支援計画の作成 

地域における災害特性等を踏まえ地域住民と連携を図りながら災

害時住民支え合いマップ等により要配慮者支援計画を作成するとと

もに、避難行動要支援者以外の要配慮者についても、避難支援につ

いての計画の作成に努めるものとする。  

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第２章第９節 

新 旧 修正理由・備考 

第９節 緊急輸送計画 

 

第１ 基本方針 

大規模災害が発生したときは、救急救助活動、消火活動、各種救援活動な

ど、人命救助と被災者の生活確保及び早期復旧のために、よりスムーズな人・

物の流れが必要とされることから、こうした緊急輸送業務について、迅速に

対応できる体制を平時から確立するとともに、災害による障害を未然に防止

し、障害発生に対しても適切に対処し得る事前計画を確立する。 

 

第３ 計画の内容 

３ 輸送体制の整備計画 

(2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する計画】 

(ｱ) 北陸信越運輸局は、次の事項を推進するものとする。 

ａ 災害発生時の緊急輸送活動のため、平時から輸送能力を把握す

る。 

 

第９節 緊急輸送計画 

 

第１ 基本方針 

大規模災害が発生したときは、救急救助活動、消火活動、各種救援活動な

ど、人命救助と被災者の生活確保及び早期復旧のために、よりスムーズな人・

物の流れが必要とされることから、こうした緊急輸送業務について、迅速に

対応できる体制を平常時から確立するとともに、災害による障害を未然に防

止し、障害発生に対しても適切に対処し得る事前計画を確立する。 

 

第３ 計画の内容 

３ 輸送体制の整備計画 

(2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する計画】 

(ｱ) 北陸信越運輸局は、次の事項を推進するものとする。 

ａ 災害発生時の緊急輸送活動のため、平常時から輸送能力を把握

する。 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 
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【風水害対策編】第２章第１１節 

新 旧 修正理由・備考 

第１１節 避難の受入活動計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 避難計画の策定等 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｵ) 避難経路、指定緊急避難場所及び指定避難所の指定 

ｇ 避難の心得、知識の普及啓発に関する事項 

(a) 平時における広報    

(ｷ) 避難行動要支援者対策 

平時より避難行動要支援者に関する情報を把握に努め、避難行動

要支援者名簿を作成し、避難支援等に携わる関係者として町地域防

災計画に定めた消防機関、警察機関、民生児童委員、社会福祉協議

会、自主防災組織等に対し、避難行動要支援者本人の同意を得た上

で、あらかじめ避難行動要支援者名簿を提供し、避難行動要支援者

に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避

難訓練の実施等を一層図るものとする。 

 

２ 避難場所の確保 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｱ) 公園、公民館、学校等の公共的施設を対象に、地域的な特性や過去

の教訓、想定される災害、感染症対策等を踏まえ、その管理者の同意

を 得た上で、災害の危険が切迫した緊急時において、安全が確保され

る指定緊急 避難場所及び避難者が避難生活を送るために必要十分な

指定避難所について、必要な数、規模の施設等をあらかじめ指定し、

平時から、指定避難所の場所、収容人数、家庭動物の受入れ方法等に

ついて、住民への周知徹底を図るものとする。 

 

３ 避難所の確保 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｸ) 避難所の感染症対策については、第３章第 17 節「保健衛生、感染

症予防活動」を踏まえ、平時から、指定避難所のレイアウトや動線等

を確認しておくとともに、感染者患者が発生した場合の対応を含め、 

第１１節 避難の受入活動計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 避難計画の策定等 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

     (ｵ) 避難路、指定緊急避難場所、及び指定避難所の指定 

ｇ 避難の心得、知識の普及啓発に関する事項 

 (a) 平時における広報  

(ｷ) 避難行動要支援者対策 

平常時より避難行動要支援者に関する情報を把握に努め、避難行

動要支援者名簿を作成し、避難支援等に携わる関係者として町地域

防災計画に定めた消防機関、警察機関、民生児童委員、社会福祉協

議会、自主防災組織等に対し、避難行動要支援者本人の同意を得た

上で、あらかじめ避難行動要支援者名簿を提供し、避難行動要支援

者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、

避難訓練の実施等を一層図るものとする。 

 

２ 避難場所の確保 

 (2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｱ) 公園、公民館、学校等の公共的施設を対象に、地域的な特性や過去

の教訓、想定される災害、感染症対策等を踏まえ、その管理者の同意

を 得た上で、災害の危険が切迫した緊急時において、安全が確保さ

れる指定緊急 避難場所及び避難者が避難生活を送るために必要十分

な指定避難所について、必要な数、規模の施設等をあらかじめ指定し、

平常時から、指定避難所の場所、収容人数、家庭動物の受入れ方法等

について、住民への周知徹底を図るものとする。 

 

３ 避難所の確保 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｸ) 避難所の感染症対策については、第３章第 17 節「保健衛生、感染

症予防活動」を踏まえ、平常時から、指定避難所のレイアウトや動線

等を確認しておくとともに、感染者患者が発生した場合の対応を含 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

表現の統一に伴う修

正 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 
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 【風水害対策編】第２章第１１節 

新 旧 修正理由・備考 

防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な措置を講ずる

よう努めるものとする。 

(略) 

(ｻ) 指定避難所又はその近傍で、地域完結型の備蓄施設を確保し、快

適なトイレ環 境確保のための携帯トイレ、簡易トイレ、食料、飲

料水、適温の食事のための炊出し用具やキッチン資機材、安眠確保

のための段ボールベッド・エアベッド等の簡易ベッド、毛布、プラ

イバシー確保のためのパーティション、乳幼児用粉ミルク又は乳幼

児用液体ミルク、乳児・小児用おむつ、大人用おむつ、トイレット

ペ ーパー、生理用品ほか、マスクや消毒液等の感染症対策に必要

な物資等の避難生活に必要な物資の備蓄に努めるものとする。 

また、灯油、ＬＰガスなどの常設に努めるものとする。 

なお、備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、子どもにも

配慮するものとする。 

 

７ 避難所以外で避難生活を送る避難者等への支援 

 (2) 実施計画 

【町が実施する対策】 

(ｱ) 保健師、福祉関係者、ＮＰＯ等の様々な主体が地域の実情に応じ

て実施している状況把握の取組を円滑に行うことができるよう事

前に実施主体間の調整を行うとともに、状況把握が必要な対象者や

優先順位付け、個人情報の利用目的や共有範囲について、あらかじ

め検討するよう努めるものとする。 

(ｲ) 指定避難所だけでなく、協定・届出避難所として位置づけられた

避難所についても、あらかじめ情報を把握するとともに、在宅避難

者等が発生する場合や、避難所のみで避難者等を受け入れることが

困難となる場合に備えて、あらかじめ、地域の実情に応じ、在宅避

難者等の支援方策を検討するよう努めるものとする。 

(ｳ) やむを得ず車中泊により避難生活を送る避難者が発生する場合

に備えて、あらかじめ、地域の実情に応じ、車中泊避難者の支援方

策を検討するよう努めるものとする。その際、車中泊を行うに当た

っての健康上の留意点等の広報や車中泊避難者の支援に必要な物

資の備蓄に努めるものとする。 

 

め、防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な措置を講じ

るよう努めるものとする。 

(略) 

(ｻ) 指定避難所又はその近傍で、地域完結型の備蓄施設を確保し、食

料、水、携帯トイレ、簡易トイレ、非常用電源、常備薬、マスク、消

毒液、段ボールベッド等の簡易ベッド（以下「段ボールベッド等」

という。）、パーティション、炊き出し用具、毛布等避難生活に必要

な物資や新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策に必要な物資

等の備蓄に努めるものとする。 

 

 

また、灯油、エルピーガスなどの常設に努めるものとする。 

なお、備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、子供にも配

慮するものとする。 

 

７ 避難所以外で避難生活を送る避難者等への支援 

 (2) 実施計画 

【町が実施する対策】 

(ｱ) 保健師、福祉関係者、ＮＰＯ等の様々な主体が地域の実情に応じ

て実施している状況把握の取組を円滑に行うことができるよう事

前に実施主体間の調整を行うとともに、状況把握が必要な対象者や

優先順位付け、個人情報の利用目的や共有範囲について、あらかじ

め検討するよう努めるものとする。 

(ｲ) (追加)在宅避難者等が発生する場合や、避難所のみで避難者等を

受け入れることが困難となる場合に備えて、あらかじめ、地域の実

情に応じ、在宅避難者等の支援方策を検討するよう努めるものとす

る。 

 

(ｳ) やむを得ず車中泊により避難生活を送る避難者が発生する場合

に備えて、あらかじめ、地域の実情に応じ、車中泊避難者の支援方

策を検討するよう努めるものとする。その際、車中泊を行うに当た

っての健康上の留意点等の広報や車中泊避難者の支援に必要な物

資の備蓄に努めるものとする。 

 

表現の統一に伴う修 

正 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

 

 

 

標記の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第２章第１２節 

新 旧 修正理由・備考 

第１２節 孤立防止対策 

 

第３ 計画の内容 

１ 通信手段の確保 

(2) 実施計画 

【町が実施する計画】 

(ｴ) ＮＴＴ東日本㈱等の電気通信事業者により提供されている災害時

優先電話等を効果的に活用するよう努める。また、ＩＰ電話を利用す

る場合は、ネットワーク機器等の停電対策を図るものとする。 

 

３ 孤立予想地域の実態把握 

(1) 現状及び課題 

   (略) 

孤立した場合、生命あるいは健康上、緊急に支援する必要がある住民

を平時から把握し、孤立地域発生時に備えるものとする。 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｲ) 平時の行政活動を通じ、高齢者世帯、寝たきりの病人、身体の不自

由な者等、優先して救護すべき住民の実態を把握しておくものとす

る。 

 

６ 備蓄 

(2) 実施計画 

イ【住民が実施する計画】 

(ｱ) 孤立が予想される地域の住民は、平時から最低１週間分の備蓄を行

うものとする。 

第１２節 孤立防止対策 

 

第３ 計画の内容 

１ 通信手段の確保 

(2) 実施計画 

【町が実施する計画】 

(ｴ) 東日本電信電話㈱等の電気通信事業者により提供されている災害

時優先電話等を効果的に活用するよう努める。また、ＩＰ電話を利用

する場合は、ネットワーク機器等の停電対策を図るものとする。 

 

３ 孤立予想地域の実態把握 

(1) 現状及び課題 

(略) 

孤立した場合、生命あるいは健康上、緊急に支援する必要がある住民

を平常時から把握し、孤立地域発生時に備えるものとする。 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｲ) 平常時の行政活動を通じ、高齢者世帯、寝たきりの病人、身体の不

自由な者等、優先して救護すべき住民の実態を把握しておくものとす

る。 

 

６ 備蓄 

 (2) 実施計画 

イ【住民が実施する計画】 

(ｱ) 孤立が予想される地域の住民は、平常時から最低１週間分の備蓄を

行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

社名変更に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 
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【風水害対策編】第２章第１３節 

新 旧 修正理由・備考 

第１３節 食料品等の備蓄・調達計画 

 

第２ 主な取組み 

３ (略) 

また、新物資システム（Ｂ－ＰＬｏ）を活用し、あらかじめ備蓄物資や

物資拠点の登録の他、施設ごとの備蓄物資の品目・数量や施設概要の情報

を定期的に更新するなど、最新の状況を把握することに努めるものとする。 

 

第３ 計画の内容 

１ 食料品等の備蓄・調達体制の整備 

 (2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｱ) 平成25･26年度に実施した地震被害想定の結果や、外部からの支

援が届く時期の想定、地域の実状等を勘案し、食料を持ち出しでき

ない被災者等へ供給するため、調理を要しないか、または調理が容

易で食器具等が付属した食料品を中心に非常用食料（現物備蓄）の

必要量を備蓄するとともに、必要に応じて更新する。必要量や確保

の方法等については、町保健衛生部署管理栄養士等の関与の下、町

地域防災計画等で定めるものとする。 

(ｲ） 食料品等については、「県及び市町村の備蓄体制の充実・強化に

向けた基本的 な方向性」（令和６年10月11日付け６危第168号）に

示すとおり、最大の想定避難 者数や対応期間、標準品目等の必要

量などを踏まえ、必要となる備蓄の確保に努 めるものとし、その

備蓄状況については、年に１回、広く住民に公表するものと する。 

(ｳ) 他の地方公共団体等との災害時の相互救援協定の締結を図るも

のとする。 

(ｴ) 非常用食料については、その保管場所に留意し、定期的に保存状

態、在庫量の確認を行うものとする。 

(ｵ) 県と町の備蓄品目及び数量の情報共有を図ることにより、災害

時、備蓄食料の供給を円滑、効率的にできるようにするものとする。 

(ｶ) 住民、企業等に対して、防災訓練の機会等を通じ食料備蓄の重要

性について十分周知啓発する。また、周知啓発にあたっては、自主

防災組織の活用も図るものとする。 

(ｷ) 県と同様に、食料品等の調達体制の整備に努めるものとする。 

 

第１３節 食料品等の備蓄・調達計画 

 

第２ 主な取組み 

３ (略） 

また、物資調達・輸送調整等支援システムを活用し、あらかじめ、備蓄

物資や物資拠点の登録に努める。 

 

 

第３ 計画の内容 

１ 食料品等の備蓄・調達体制の整備 

 (2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｱ) 平成25･26年度に実施した地震被害想定の結果や、外部からの支

援が届く時期の想定、地域の実状等を勘案し、食料を持ち出しでき

ない被災者等へ供給するため、調理を要しないか、または調理が容

易で食器具等が付属した食料品を中心に非常用食料（現物備蓄）の

必要量を備蓄するとともに、必要に応じて更新する。必要量や確保

の方法等については、管理栄養士等行政栄養関係者の関与の下、町

地域防災計画等で定めるものとする。 

（新設） 

 

 

 

 

(ｲ) 他の地方公共団体等との災害時の相互救援協定の締結を図るも

のとする。 

(ｳ) 非常用食料については、その保管場所に留意し、定期的に保存状

態、在庫量の確認を行うものとする。 

(ｴ) 県と町の備蓄品目及び数量の情報共有を図ることにより、災害

時、備蓄食料の供給を円滑、効率的にできるようにするものとする。 

(ｵ) 住民、企業等に対して、防災訓練の機会等を通じ食料備蓄の重要

性について十分周知啓発する。また、周知啓発にあたっては、自主

防災組織の活用も図るものとする。 

(ｶ) 県と同様に、食料品等の調達体制の整備に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

見出し記号の修正 

 

見出し記号の修正 

 

見出し記号の修正 

 

見出し記号の修正 

 

 

見出し記号の修正 
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【風水害対策編】第２章第１４節 

新 旧 修正理由・備考 

第１４節 給水計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 飲料水等の備蓄・調達体制の整備 

(2) 実施計画 

ア 【水道事業者として町が実施する計画】 

(ｱ) 配水池等容量の増強、緊急遮断弁の設置、施設の耐震化の整備を

行うものとする。 

(ｲ) 住民が実施する事項への支援を行うものとする。 

(ｳ) 県が実施する事項に対する協力を行うものとする。 

(ｴ) 予備水源、予備電源の確保を行うものとする。 

(ｵ) プール等飲料水以外の貯水状況の把握を行う。 

(ｶ） 住民が実施する自家用井戸等の維持確保への支援や災害時の提供

協力の促進に 努めるものとする。 

         (ｷ) 飲料水を備蓄し、必要に応じて更新する。飲料水等については、

「県及び市町村の備蓄体制の充実・強化に向けた基本的な方向性」

（令和６年10月11日付け６危第168号）に示すとおり、最大の想定避

難者数や対応期間、標準品目等の必要量などを踏まえ、必要となる

備蓄の確保に努めるものとし、その備蓄状 況については、年に１回、

広く住民に公表するものとする。 

 

第１４節 給水計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 飲料水等の備蓄・調達体制の整備 

(2) 実施計画 

ア 【水道事業者として町が実施する計画】 

(ｱ) 配水池等容量の増強、緊急遮断弁の設置、施設の耐震化の整備を

行うものとする。 

(ｲ) 住民が実施する事項への支援を行うものとする。 

(ｳ) 県が実施する事項に対する協力を行うものとする。 

(ｴ) 予備水源、予備電源の確保を行うものとする。 

(ｵ) プール等飲料水以外の貯水状況の把握を行う。 

(ｶ） 住民が実施する自家用井戸等の維持確保への支援や災害時の提供

協力の促進に 努めるものとする。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第２章第 1５節 

新 旧 修正理由・備考 

第１５節 生活必需品の備蓄・調達計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 生活必需品の備蓄・調達体制の整備 

(2) 実施計画 

ア【町が実施する計画】 

(ｱ) 生活必需品の備蓄・調達体制の整備を図るものとする。 

生活必需品等については「県及び市町村の備蓄体制の充実・強化

に向けた基本的な方向性」（令和６年10月11日付け６危第168号）に

示すとおり、最大の想定避難者数や対応期間、標準品目等の必要量

などを踏まえ、必要となる備蓄の確保に努めるものとし、その備蓄

状況については、年に１回、広く住民に公表するものとする。 

 

第１５節 生活必需品の備蓄・調達計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 生活必需品の備蓄・調達体制の整備 

(2) 実施計画 

ア【町が実施する計画】 

(ｱ) 生活必需品の備蓄・調達体制の整備を図るものとする。 

 （追記） 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第２章第１７節 

新 旧 修正理由・備考 

第１７節 電気施設災害予防計画 

 

第３ 計画の内容 

３ 関係機関との連携 

(2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する計画】 

(ｱ) 電力広域的運営推進機関の指示に基づく需給調整を行い、大規模停

電を防ぐため、平時から訓練等の対策を進めると共に、応急復旧用資

機材の準備と復旧工事について、関連業者と契約して体制を整備して

おくものとする。 

(ｳ) 県及び地方振興局、町に対する情報提供体制を整え、平時より連携

を強化するものとする。 

 

第１７節 電気施設災害予防計画 

 

第３ 計画の内容 

３ 関係機関との連携 

(2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する計画】 

(ｱ) 電力広域的運営推進機関の指示に基づく需給調整を行い、大規模停

電を防ぐため、平常時から訓練等の対策を進めると共に、応急復旧用

資機材の準備と復旧工事について、関連業者と契約して体制を整備し

ておくものとする。 

(ｳ) 県及び地方振興局、町に対する情報提供体制を整え、平常時より連

携を強化するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

表現の統一に伴う修

正 
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【風水害対策編】第２章第１９節 

新 旧 修正理由・備考 

第１９節 下水道施設等災害予防計画 

 

第３ 計画の内容 

３ 緊急用・復旧用資機材の計画的な備蓄 

(1) 現状及び課題 

被災時には、被災の状況を的確に把握するため及びライフラインとし

ての下水道施設等の機能を確保するため、緊急用・復旧用資機材が必要と

なることから、これらの資機材について、平常から計画的に購入、備蓄し

ていく必要がある。  

 

第１９節 下水道施設等災害予防計画 

 

第３ 計画の内容 

３ 緊急用・復旧用資機材の計画的な備蓄 

(1) 現状及び課題 

被災時には、被災の状況を的確に把握するため及びライフラインとして

の下水道施設等の機能を確保するため、緊急用・復旧用資機材が必要とな

ることから、これらの資機材について、平常時から計画的に購入、備蓄し

ていく必要がある。  

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 
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【風水害対策編】第２章第２０節 

新 旧 修正理由・備考 

第２０節 通信・放送施設災害予防計画 

【総務課、通信・放送機関】 

第３ 計画の内容 

１ 緊急時のための通信確保 

(1) 現状および課題 

災害時においては、通信施設の被災、停電、通信量の飛躍的な増大な

どにより通信回線が一時的に利用不能または輻輳の発生する恐れがあ

る。このため被災情報の収集伝達、災害対策に必要な通信を確保するた

め緊急時用通信施設、機器及び運用体制の確立が必要である。  

 

３ 電気通信施設災害予防 

 (2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

町地域防災計画等の定めるところにより、ＮＴＴ東日本㈱等の電気

通信事業者との連携を図るものとする。 

イ 【ＮＴＴ東日本㈱、㈱ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ㈱、ソフトバンク㈱、

楽天モバイル㈱が実施する計画】 

 

第２０節 通信・放送施設災害予防計画 

【総務課、通信・放送機関】 

第３ 計画の内容 

１ 緊急時のための通信確保 

(1) 現状および課題 

災害時においては、通信施設の被災、通信量の飛躍的な増大などによ

り通信回線が一時的に利用不能または輻輳の発生する恐れがある。この

ため被災情報の収集伝達、災害対策に必要な通信を確保するため緊急時

用通信施設、機器及び運用体制の確立が必要である。  

 

３ 電気通信施設災害予防 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

町地域防災計画等の定めるところにより、東日本電信電話㈱等の電

気通信事業者との連携を図るものとする。 

イ 【東日本電信電話㈱、㈱ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ㈱、ソフトバンク㈱、

楽天モバイル㈱が実施する計画】 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

 

 

社名変更に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



27 

【風水害対策編】第２章第２１節 

新 旧 修正理由・備考 

第２１節 災害広報計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 被災者及び住民等への情報の提供体制 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｶ) ＮＴＴ㈱等の電気通信事業者が災害時に提供する伝言サービス

の仕組みや利用方法等の周知に努めるものとする。 

 

第２１節 災害広報計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 被災者及び住民等への情報の提供体制 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

 (ｶ) 日本電信電話㈱等の電気通信事業者が災害時に提供する伝言サ

ービスの仕組みや利用方法等の周知に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

社名変更に伴う修正 
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【風水害対策編】第２章第２２節 

新 旧 修正理由・備考 

第２２節 土砂災害等の災害予防計画 

 

第３ 計画の内容 

２ 山地災害危険地対策 

(1) 現状及び課題 

山腹崩壊、土砂流出のおそれのある山地災害危険地区については、令和

７年４月１日現在、山腹崩壊危険地区61箇所、崩壊土砂流出危険地区79箇

所である 

 

３ 土石流対策 

(1) 現状及び課題 

一見、安定した河床、林相を呈している地域でも、豪雨によって土石

流が発生し、人家集落が壊滅的被害を受ける可能性がある。令和７年４

月１日現在、土石流発生危険渓流は48渓流である。 

 

４ 急傾斜地崩壊対策 

(1) 現状及び課題 

がけ崩れ災害を未然に防止し、また災害が発生した場合における被害

を最小限に止めるために、事前措置として平素から危険予想箇所の把握

と防止パトロールを強化する必要がある。 

また、「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」に基づいて急

傾斜地崩壊危険区域に指定された箇所は、令和７年４月１日現在４箇所

（急傾斜地崩壊危険箇所は 145 箇所）である。 

 

６ 土砂災害警戒区域等の対策 

(1) 現状及び課題 

本町では、令和７年４月１日現在で582区域が土砂災害警戒区域に指

定されている。また、土砂災害警戒区域のうち、土砂災害特別警戒区域

は453区域あり、区域内には住宅もある。このため、開発行為等に対する

規制及び適切な指導、あるいは住民への情報の提供に留意する必要があ

る。 

 

第２２節 土砂災害等の災害予防計画 

 

第３ 計画の内容 

２ 山地災害危険地対策 

(1) 現状及び課題 

山腹崩壊、土砂流出のおそれのある山地災害危険地区については、令和

６年４月１日現在、山腹崩壊危険地区61箇所、崩壊土砂流出危険地区79箇

所である。 

  

３ 土石流対策 

(1) 現状及び課題 

一見、安定した河床、林相を呈している地域でも、豪雨によって土石

流が発生し、人家集落が壊滅的被害を受ける可能性がある。令和６年４

月１日現在、土石流発生危険渓流は48渓流である。  

 

４ 急傾斜地崩壊対策 

(1) 現状及び課題 

がけ崩れ災害を未然に防止し、また災害が発生した場合における被害

を最小限に止めるために、事前措置として平素から危険予想箇所の把握

と防止パトロールを強化する必要がある。 

また、「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」に基づいて急

傾斜地崩壊危険区域に指定された箇所は、令和６年４月１日現在４箇所

（急傾斜地崩壊危険箇所は 145 箇所）である。 

 

６ 土砂災害警戒区域等の対策 

(1) 現状及び課題 

本町では、令和６年４月１日現在で582区域が土砂災害警戒区域に指

定されている。また、土砂災害警戒区域のうち、土砂災害特別警戒区域

は453区域あり、区域内には住宅もある。このため、開発行為等に対する

規制及び適切な指導、あるいは住民への情報の提供に留意する必要があ

る。 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

時点修正 
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【風水害対策編】第２章第２４節 

新 旧 修正理由・備考 

第２４節 道路及び橋梁災害予防計画 

 

第１ 基本方針 

風水害で生じる道路及び橋梁の機能障害が災害応急対策活動等に妨げにな

らないよう、風水害に強い道路及び橋梁づくりを行う必要がある。また、道

路及び橋梁の基幹的な交通確保の整備にあたってはネットワークを充実さ

せ、風水害に対する安全性の確保を図る。機能に重大な支障が生じた場合は、

代替路の確保及び応急対策により機能の確保を行なう。被災後の応急活動及

び復旧活動に関し、各関係機関において相互応援の協定を締結し平時より連

携を強化しておく。 

 

第２４節 道路及び橋梁災害予防計画 

 

第１ 基本方針 

風水害で生じる道路及び橋梁の機能障害が災害応急対策活動等に妨げにな

らないよう、風水害に強い道路及び橋梁づくりを行う必要がある。また、道路

及び橋梁の基幹的な交通確保の整備にあたってはネットワークを充実させ、

風水害に対する安全性の確保を図る。機能に重大な支障が生じた場合は、代

替路の確保及び応急対策により機能の確保を行なう。被災後の応急活動及び

復旧活動に関し、各関係機関において相互応援の協定を締結し平常時より連

携を強化しておく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 
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【風水害対策編】第２章第２７節 

新 旧 修正理由・備考 

第２７節 農林水産物災害予防計画 

   

第３ 計画の内容 

２ 林産物災害予防計画 

(1) 現状及び課題 

風水害による立木の倒状防止のため、適地適木の原則を踏まえた森林

造成を図るとともに、壮齢期の森林にあっては、間伐による本数密度の

調整を行い、適正な形状比の立木仕立てを指導している。 

林産物の生産、流通、加工施設の設置にあたっては、立地条件や排水

施設の施工に留意する必要がある。 

 

第２７節 農林水産物災害予防計画 

   

第３ 計画の内容 

２ 林産物災害予防計画 

(1) 現状及び課題 

風水害による立木の倒壊防止のため、適地適木の原則を踏まえた森林

造成を図るとともに、壮齢期の森林にあっては、間伐による本数密度の

調整を行い、適正な形状比の立木仕立てを指導している。 

林産物の生産、流通、加工施設の設置にあたっては、立地条件や排水

施設の施工に留意する必要がある。 

 

 

 

 

 

訂正 
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【風水害対策編】第２章第２９節 

新 旧 修正理由・備考 

第２９節 防災知識普及計画 

 

第１ 基本方針 

「自らの命は自らが守る」が防災の基本であり、県、町及び防災関係機関

による対策が、有効に機能するためには、食料・飲料水の備蓄など住民が平

時から災害に対する備えを心がけるとともに、災害発生時には、自らの安全

を守るような行動をとることができることが重要である。 

（略） 

 

第３ 計画の内容 

１ 住民等に対する防災知識の普及活動 

(2) 実施計画 

ア【町が実施する計画】 

(ｱ) 住民に対して防災知識を普及させるため、ホームページ、住民向け

講座及び各種広報資料等により次の事項の啓発活動を行う。 

(略) 

ｂ 飼い主による家庭動物の同行避難や、避難所等での飼養について

の準備 

 

ｃ 災害による家屋の損害を補償する保険・共済等の生活再建に向け

た事前の備 え等の家庭での予防・安全対策 

ｄ 警報等や、避難指示等の意味や内容 

ｅ 警報等発表時や緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難の発令時

にとるべき行動 

ｆ 避難行動への負担感、過去の被災経験等を基準にした災害に対す

る危険性の認識、正常性バイアス等を克服し、避難行動を取るべき

タイミングを逸することなく適切な行動をとること 

ｇ 指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等の避難

場所、避難経路等の確認 

ｈ 広域避難の実効性を確保するための、通常の避難との相違点を含

めた広域避難の考え方 

ｉ 家屋が被災した際に、片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を

撮影するなど、生活の再建に資する行動 

ｊ 台風、集中豪雨、洪水、土砂災害、山地災害に関する一般的な知

識 

第２９節 防災知識普及計画 

 

第１ 基本方針 

「自らの命は自らが守る」が防災の基本であり、県、町及び防災関係機関に

よる対策が、有効に機能するためには、食料・飲料水の備蓄など住民が平常時

から災害に対する備えを心がけるとともに、災害発生時には、自らの安全を

守るような行動をとることができることが重要である。 

（略） 

 

第３ 計画の内容 

１ 住民等に対する防災知識の普及活動 

(2) 実施計画 

ア【町が実施する計画】 

(ｱ) 住民に対して防災知識を普及させるため、ホームページ、住民向け

講座及び各種広報資料等により次の事項の啓発活動を行う。 

(略) 

ｂ 飼い主による家庭動物の同行避難や避難所での飼養についての

準備、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等の家庭での予

防・安全対策 

（新設） 

 

ｃ 警報等や、避難指示等の意味や内容 

ｄ 警報等発表時や緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難の発令時

にとるべき行動 

ｅ 避難行動への負担感、過去の被災経験等を基準にした災害に対

する危険性の認識、正常性バイアス等を克服し、避難行動を取るべ

きタイミングを逸することなく適切な行動をとること 

ｆ 指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等の避難

場所、避難経路等の確認 

ｇ 広域避難の実効性を確保するための、通常の避難との相違点を

含めた広域避難の考え方 

ｈ 家屋が被災した際に、片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を

撮影するなど、生活の再建に資する行動 

ｉ 台風、集中豪雨、洪水、土砂災害、山地災害に関する一般的な知

識 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

見出し記号の修正 

見出し記号の修正 

 

見出し記号の修正 

 

 

見出し記号の修正 

 

見出し記号の修正 

 

見出し記号の修正 

 

見出し記号の修正 
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【風水害対策編】第２章第２９節 

新 旧 修正理由・備考 

ｋ 「自分の命は自分で守る」という「自助」の防災意識 

ｌ 地域、職場、家庭等のコミュニティにおいて相互に協力し、助け

合う「共助」の防災意識 

ｍ 様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）で災害時にとる

べき行動に関する知識 

ｎ 正確な情報入手の方法 

ｏ 要配慮者に対する配慮 

ｐ 男女のニーズの違いに対する配慮 

ｑ 指定避難所や仮設住宅、ボランティアの活動場所等において、被

災者や支援者が性暴力・ＤＶの被害者にも加害者にもならないよ

う、「暴力は許されない」という意識 

ｒ 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 

ｓ 各地域における避難対象地域、土砂災害警戒区域等に関する知識 

ｔ 各地域における風水害のおそれのない適切な緊急避難場所及び

避難経路に関する知識 

ｕ 必要に応じて避難場所の開錠・開設を自主防災組織で担う等、円

滑な避難のため、自主防災組織等の地域のコミュニティを活かした

避難活動 

ｖ 避難生活に関する知識 

ｗ  平時から住民が実施し得る、家具の固定、消火器、ガスのマイコ

ンメーター及び感震ブレーカーの設置等の出火防止措置等の平素

からの対策及び災害発生時における応急措置の内容や実施方法 

ｘ 「むやみに移動を開始しない」という帰宅困難者対策に対する基

本原則や安否確認手段について 

ｙ 被害想定区域外にも被害が及ぶ可能性があることについて 

ｚ 各地域における避難対象地区、急傾斜地崩壊危険個所等に関する

知識 

aa 各地域における指定緊急避難場所、指定避難所及び避難路に関す

る知識 

 

 

カ【関係機関が実施する計画】 

     (ｱ) 消防機関は、普及計画に基づき、住民を対象に応急手当(救急法)の

講習会を 実施するものとする。 

      

ｊ 「自分の命は自分で守る」という「自助」の防災意識 

ｋ 地域、職場、家庭等のコミュニティにおいて相互に協力し、助け

合う「共助」の防災意識 

ｌ 様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）で災害時にとる 

べき行動に関する知識 

ｍ 正確な情報入手の方法 

ｎ 要配慮者に対する配慮 

ｏ 男女のニーズの違いに対する配慮 

ｐ 指定避難所や仮設住宅、ボランティアの活動場所等において、被

災者や支援者が性暴力・ＤＶの被害者にも加害者にもならないよ

う、「暴力は許されない」という意識 

ｑ 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 

ｒ 各地域における避難対象地域、土砂災害警戒区域等に関する知

識 

ｓ 各地域における風水害のおそれのない適切な緊急避難場所及び

避難経路に関する知識 

ｔ 必要に応じて避難場所の開錠・開設を自主防災組織で担う等、円

滑な避難のため、自主防災組織等の地域のコミュニティを活かし

た避難活動 

ｕ 避難生活に関する知識 

ｖ 平常時から住民が実施し得る、家具の固定、消火器、ガスのマイ

コンメーター 及び感震ブレーカーの設置等の出火防止措置等の

平素からの対策及び災害発生時における応急措置の内容や実施方

法 

ｗ 「むやみに移動を開始しない」という帰宅困難者対策に対する基

本原則や安否確認手段について 

ｘ 被害想定区域外にも被害が及ぶ可能性があることについて 

ｙ 各地域における避難対象地区、急傾斜地崩壊危険個所等に関す

る知識 

ｚ 各地域における指定緊急避難場所、指定避難所及び避難路に関

する知識 

カ【関係機関が実施する計画】 

(新設) 

 

 

見出し記号の修正 

見出し記号の修正 

 

見出し記号の修正 

 

見出し記号の修正 

見出し記号の修正 

見出し記号の修正 

見出し記号の修正 

 

 

見出し記号の修正 

見出し記号の修正 

 

見出し記号の修正 

 

見出し記号の修正 

 

 

見出し記号の修正 

見出し記号の修正・

表現の統一に伴う修

正 

 

見出し記号の修正 

 

見出し記号の修正 

見出し記号の修正 

 

見出し記号の修正 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 



33 

【風水害対策編】第２章第２９節 

新 旧 修正理由・備考 

(ｲ) 日本赤十字社長野県支部は、応急手当(救急法)や赤十字防災セミナ

ー等の地域住民に向けた防災に関する講習会等を実施するものとす

る。 

 

５ 大規模災害の教訓や災害文化の伝承 

(2) 実施計画 

イ【住民が実施する計画】 

住民は、語り部活動や家庭・地域内での語り継ぎ、防災教育、慰霊祭

等の開催、伝承碑の保存その他の方法により、自ら災害教訓の伝承に努

めるものとする。 

 

日本赤十字社長野県支部及び飯田広域消防本部、町消防団本部等は、

それぞれの普及計画に基づき、住民を対象に応急手当(救急法)の講習

会を実施するものとする。 

 

５ 大規模災害の教訓や災害文化の伝承 

(2) 実施計画 

イ【住民が実施する計画】 

住民は、自ら災害教訓の伝承に努めるものとする。 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第２章第３０節 

新 旧 修正理由・備考 

第３０節 防災訓練計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 防災訓練の種別 

(1) 現状及び課題 

町では、防災週間（８月３０日～９月５日）を中心に、予想される災

害の態様にあわせた防災訓練を実施している。 

今後、訓練内容をより実践的で充実したものとしていく必要がある。 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｱ) 総合防災訓練 

町は、連携体制の強化を目的として、台風による風水害や南海トラ

フ地震等の大規模災害を想定した総合防災訓練を行うものとする。 

 ａ 実施時期 

防災週間（８月30日～９月５日）等に合わせて実施するものとす

る。 

   

第３０節 防災訓練計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 防災訓練の種別 

(1) 現状及び課題 

本町では、防災週間（８月30日～９月５日）内において防災訓練を実

施している。 

今後、訓練内容をより実践的で充実したものとしていく必要がある。  

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する計画】 

(ｱ) 風水害・地震総合防災訓練 

町は、連携体制の強化を目的として、台風による風水害や南海トラ

フ地震等の大規模災害を想定した総合防災訓練を行うものとする。 

 ａ 実施時期 

水防月間（５月１日～５月31日）や防災週間（８月30日～９月５

日）等に合わせて実施するものとする。 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第２章第３１節 

新 旧 修正理由・備考 

第３１節 災害復旧・復興への備え 

 

第１ 基本方針 

災害廃棄物の処理を円滑かつ迅速に行うため、大量の災害廃棄物の発生に

備え、広域処理体制の整備に努める。 

また、災害発生後円滑で迅速な復旧・復興活動を行うために、平時から復

興時の参考になるデータの保存及びバックアップ体制、災害復旧用資材の供

給体制及び罹災証明書の発行体制を整備する。 

 

第３ 計画の内容 

１ 災害廃棄物の発生への対応 

   【町が実施する計画】 

    ウ 発災時に、円滑かつ迅速に災害廃棄物を処理できるよう、災害廃棄物

の仮置場の確保や運用方針、一般廃棄物（指定避難所のごみや仮設トイ

レのし尿等）の処理を含めた災害時の廃棄物の処理体制、周辺の地方公

共団体や民間事業者等との連携・協力の在り方等について、災害廃棄物

処理計画において具体的に示すものとする。 

オ 定期的に災害廃棄物処理に関する研修、訓練を実施するとともに、必

要に応じて、 適正な見直しを行い、計画の実効性の向上に努めるのも

とする。 

 

４ 罹災証明書の発行体制の整備 

(2) 実施計画 

    【町が実施する計画】 

災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調

査や罹災証明書の交付の担当課を定め、住家の被害認定調査の担当者

の育成、他の地方公共団体や不動産鑑定士や行政書士等の士業団体そ

の他の民間団体との応援協定の締結、応援の受け入れ態勢の構築等を

計画的に進めるなど、罹災証明書の交付に必要な業務の実施体制の整

備に努めるものとする。 

(略) 

 

第３１節 災害復旧・復興への備え 

 

第１ 基本方針 

災害廃棄物の処理を円滑かつ迅速に行うため、大量の災害廃棄物の発生に

備え、広域処理体制の整備に努める。 

また、災害発生後円滑で迅速な復旧・復興活動を行うために、平常時から復

興時の参考になるデータの保存及びバックアップ体制、災害復旧用資材の供

給体制及び罹災証明書の発行体制を整備する。 

 

第３ 計画の内容 

１ 災害廃棄物の発生への対応 

   【町が実施する計画】 

ウ 発災時に、円滑かつ迅速に災害廃棄物を処理できるよう、災害廃棄物

の仮置場の確保や運用方針、一般廃棄物（指定避難所のごみや仮設トイ

レのし尿等）の処理を含めた災害時の廃棄物の処理体制、周辺の地方公

共団体や民間事業者等との連携・協力等について，災害廃棄物処理計画

において具体的に示すものとする。 

    （新設） 

 

 

 

４ 罹災証明書の発行体制の整備 

(2) 実施計画 

    【町が実施する計画】 

災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査

や罹災証明書の交付の担当課を定め、住家の被害認定調査の担当者の育

成、他の地方公共団体や民間団体との応援協定の締結、応援の受け入れ

態勢の構築等を計画的に進めるなど、罹災証明書の交付に必要な業務の

実施体制の整備に努めるものとする。 

 (略) 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第２章第３２節 

新 旧 修正理由・備考 

第３２節 自主防災組織等の育成に関する計画 

 

第３ 計画の内容 

４ 各防災組織相互の協調 

(2) 実施計画 

【町が実施する計画】 

(ｲ) 消防団と自主防災組織や防災士等の多様な主体との連携等を通じ

て、地域コミュニティの防災体制の充実を図るものとする。 

 

第３２節 自主防災組織等の育成に関する計画 

 

第３ 計画の内容 

４ 各防災組織相互の協調 

(2) 実施計画 

【町が実施する計画】 

(ｲ) 自主防災組織と消防団の連携等を通じて、地域コミュニティの防災

体制の充実を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第２章第３４節 

新 旧 修正理由・備考 

第３４節 ボランティア活動の環境整備・連携体制の強化 

 

第３ 計画の内容 

２ ボランティア活動の環境整備・連携体制の強化 

(2) 実施計画 

ア 【町及び県が実施する計画】 

(ｱ）平時から地域団体、ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援やリーダー

の育成を図るとともに、ボランティアの自主性を尊重しつつ、ＮＰＯ・

ボランティア等と協力して、発災時のボランティアとの連携の方法に

ついて検討するものとする。 

(ｲ) 避難生活支援リーダー／サポーター等の避難所運営・避難生活支

援に取り組む 地域のボランティア人材の育成・確保に努めるもの

とする。 

(ｳ) 防災ボランティアの活動環境として、長野県災害時支援ネットワ

ークと協力し、行政・社会福祉協議会・ＮＰＯ等の三者連携により、

平時の登録、ボランティア活動や避難所運営、在宅避難者の支援等、

被災者支援のための人材育成の制度、災害時におけるボランティア

活動の受入れや調整を行う体制、ボランティア活動の拠点の確保、

活動上の安全確保、被災者のボランティアニーズ等の情報提供方策

等について整備を推進するとともに、そのための意見交換を行う情

報共有会議の整備・強化を、研修や訓練を通じて推進するものとす

る。 

(ｴ) 社会福祉協議会、ＮＰＯ等関係機関との間で、被災家屋等からの

災害廃棄物、がれき、土砂の撤去等に係る連絡体制を構築するもの

とする。(略) 

(ｵ) 社会福祉協議会と平時から相互に協力し、防災訓練等を通じて、

災害ボランティアセンターの設置・運営における連携体制を整える

ものとする。(略) 

 

３ ボランティア・ＮＰＯ等関係団体間の連携 

(2) 実施計画 

ア 【町および県が実施する計画】 

長野県災害時支援ネットワーク、県内外の専門性の高いＮＰＯ、登録

被災者援護協力団体等と連携し、ボランティア団体相互間の連携を深 

 

第３４節 ボランティア活動の環境整備 

 

第３ 計画の内容 

２ ボランティア活動の環境整備 

(2) 実施計画 

ア 【町及び県が実施する計画】 

(ｱ）平常時から地域団体、ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援やリーダ

ーの育成を図るとともに、ボランティアの自主性を尊重しつつ、ＮＰ

Ｏ・ボランティア等と協力して、発災時のボランティアとの連携の方

法について検討するものとする。 

     (新設) 

 

 

(ｲ) 防災ボランティアの活動環境として、長野県災害時支援ネットワー

クと協力し、行政・社会福祉協議会・ＮＰＯ等の三者連携により、平

常時の登録、ボランティア活動や避難所運営、在宅避難者の支援等、

被災者支援のための人材育成の制度、災害時におけるボランティア活

動の受入れや調整を行う体制、ボランティア活動の拠点の確保、活動

上の安全確保、被災者のボランティアニーズ等の情報提供方策等につ

いて整備を推進するとともに、そのための意見交換を行う情報共有会

議の整備・強化を、研修や訓練を通じて推進するものとする。 

 

(ｳ) 社会福祉協議会、ＮＰＯ等関係機関との間で、被災家屋からの災害

廃棄物、がれき、土砂の撤去等に係る連絡体制を構築するものとする。

(略) 

      (ｴ) 社会福祉協議会と平常時から相互に協力し、防災訓練等を通じて、

災害ボランティアセンターの設置・運営における連携体制を整えるも

のとする。(略) 

 

３ ボランティア・ＮＰＯ等関係団体間の連携 

(2) 実施計画 

ア 【町および県が実施する計画】 

長野県災害時支援ネットワーク、県内外の専門性の高いＮＰＯ等と

連携し、ボランティア団体相互間の連携を深めるため連絡会議等の設 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

見出し記号の修正 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

見出し記号の修正・ 

県の防災計画に合わ

せて修正 

見出し記号の修正・

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第２章第３４節 

新 旧 修正理由・備考 

めるため連絡会議等の設置を推進するとともに、災害時を想定した訓

練や研修の実施に努めるものとする。 

置を推進するとともに、災害時を想定した訓練や研修の実施に努める

ものとする。 
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【風水害対策編】第３章第１節 

新 旧 修正理由・備考 

第１節 災害直前活動 

 

第３ 活動の内容 

１ 警報等の伝達活動 

(2) 実施計画 

ア 特別警報発表時の対応（下記内容以外はイと同じ） 

(ｱ) 【町が実施する対策】 

  ・ 住民等への周知の措置 

県、消防庁、ＮＴＴ東日本㈱から特別警報の発表又は解除の通知

を受けた場合又は自ら知った時は、直ちにその内容を住民、滞在者、

所在の官公署に周知する措置をとるものとする。(略） 

 

第４ 警報等の種類及び発表基準 

１ 気象業務法に基づく特別警報・警報・注意報 

(1) 特別警報・警報・注意報 

     (略)また、 土砂災害や低い土地の浸水、中小河川の増水･氾濫、竜巻等

による激しい突風、落雷等 により実際に危険度が高まっている場所は「キ

キクル」や「竜巻発生確度ナウキャス ト」、「雷ナウキャスト」等で発表

される。(略) 

 

警報・注意報発表基準一覧表（令和７年５月29日現在） 

 

別表１ 大雨警報基準（令和７年５月 29 日現在） 

 

別表２ 洪水警報基準（令和７年５月 29 日現在） 

市町村名 流域雨量指数基準 複合基準※1 
指定河川洪水予 

報による基準 

（略） 

喬木村 壬生沢川流域=3.9，

加々須川流域=8.5， 

小川川流域=11.6 

－ 天竜川上流 

［市田・天竜峡］ 

（略） 

 

別表３ 大雨注意報基準（令和７年５月 29 日現在） 

 

第１節 災害直前活動 

 

第３ 活動の内容 

１ 警報等の伝達活動 

(2) 実施計画 

ア 特別警報発表時の対応（下記内容以外はイと同じ） 

(ｱ) 【町が実施する対策】 

  ・ 住民等への周知の措置 

県、消防庁、東日本電信電話㈱から特別警報の発表又は解除の通

知を受けた場合又は自ら知った時は、直ちにその内容を住民、滞在

者、所在の官公署に周知する措置をとるものとする。(略） 

 

第４ 警報等の種類及び発表基準 

１ 気象業務法に基づく特別警報・警報・注意報 

(1) 特別警報・警報・注意報 

     (略)（追加）(略) 

 

 

 

 

警報・注意報発表基準一覧表（令和６年５月23日現在） 

 

別表１ 大雨警報基準（令和６年５月 23 日現在） 

 

別表２ 洪水警報基準（令和６年５月 23 日現在） 

市町村名 流域雨量指数基準 複合基準※1 
指定河川洪水予 

報による基準 

（略） 

喬木村 壬生沢川流域=3.9，

加々須川流域=8.5， 

小川川流域=11.6 

－ 天竜川上流 

［市田］ 

（略） 

 

別表３ 大雨注意報基準（令和６年５月 23 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社名変更に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

気象庁施策の標準的

な記載例による記述

に修正 

 

 

時点修正 

 

時点修正 

 

時点修正 

 

 

 

 

一覧表更新に伴う修

正 

 

 

時点修正 
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【風水害対策編】第３章第１節 

新 旧 修正理由・備考 

別表４ 洪水注意報基準（令和７年５月 29 日現在） 

市町村名 流域雨量指数基準 複合基準※1 
指定河川洪水予 

報による基準 

（略） 

喬木村 壬生沢川流域=3.1，

加々須川流域=6.8， 

小川川流域=9.2 

加々須川流域=

（5，5.4）， 

小川川流域=

（5，7.4） 

天竜川上流 

［市田・天竜

峡］ 

（略） 

 

４ その他の情報 

(3) 全般気象情報、関東甲信地方気象情報、長野県気象情報 

気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意・警

戒を呼びかけられる場合や、特別警報・警報・注意報が発表された後の

経過や予想、防災上の留意点が解説される場合等に発表される。大雨特

別警報が発表されたときには、その後速やかに、その内容を補足するた

め「記録的な大雨に関する長野県気象情報」、「記録 的な大雨に関する

関東甲信地方気象情報」、「記録的な大雨に関する全般気象情報」という

表題の気象情報が発表される。(略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表４ 洪水注意報基準（令和７年５月 23 日現在） 

市町村名 流域雨量指数基準 複合基準※1 
指定河川洪水予 

報による基準 

（略） 

喬木村 壬生沢川流域=3.1，

加々須川流域=6.8， 

小川川流域=9.2 

加々須川流域=

（5，5.4）， 

小川川流域=

（5，7.4） 

天竜川上流 

［市田］ 

（略） 

 

４ その他の情報 

(3) 全般気象情報、関東甲信地方気象情報、長野県気象情報 

気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意・警

戒を呼びかけられる場合や、特別警報・警報・注意報が発表された後の

経過や予想、防災上の留意点が解説される場合等に発表される。雨を要

因とする大雨特別警報が発表されたときには、その後速やかに、その内

容を補足するため「記録的な大雨に関する長野県気象情報」、「記録 的な

大雨に関する関東甲信地方気象情報」、「記録的な大雨に関する全般気象

情報」という表題の気象情報が発表される。(略） 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

一覧表更新に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

誤記の修正 
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【風水害対策編】第３章第１節 

新 旧 修正理由・備考 

警報等伝達系統図 

１ 注意報・警報および情報 

(1) 系統図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警報等伝達系統図 

１ 注意報・警報および情報 

(1) 系統図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社名変更に伴う修正 

 

長野県 
（危機管理防災課） 

ＮＴＴ東日本㈱ 

日本放送協会 

中部地方整備局 
（天竜川上流河川事務所） 

中部地方整備局 
（飯田国道事務所） 

総務省消防庁 

阿
南
町 

 

東
日
本
電
信
電
話
株
式

会
社
又
は 

西
日
本
電
信
電
話
株
式

会
社 

 

町 

住 

民 

長野地方気象台 

気
象
庁
本
庁 

長野県 
（危機管理防災課） 

東日本電信電話㈱ 

日本放送協会 

中部地方整備局 
（天竜川上流河川事務所） 

中部地方整備局 
（飯田国道事務所） 

総務省消防庁 

阿
南
町 

 
東
日
本
電
信
電
話
株
式

会
社
又
は 

西
日
本
電
信
電
話
株
式

会
社 

 

町 

住 

民 
長野地方気象台 

気
象
庁
本
庁 
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【風水害対策編】第３章第２節 

新 旧 修正理由・備考 

第２節 災害情報の収集・連絡活動 

 

第２ 活動の内容 

２ 被害状況等の調査と調査責任機関 

 (1) (略) 

 

調査事項 調査機関 担当課 協力機関 

(略) 

社会福祉施設被害 町・施設管理者 民生課 飯田保健福祉事務所 

福祉課 

(略) 

給食施設関係被害 施設管理者 民生課 保健福祉事務所（福

祉・医療施設の被害

報告からの把握） 

(略) 

４ 災害情報の収集・連絡系統 

(3) 関係機関における実施事項の概要 

ア 被害報告等 

(ｱ) 町の実施事項 

ａ あらかじめ情報収集連絡体制をとり、第２の２において町が調査

機関として定められている事項については被害状況等を調査のう

え、第２の４(1)に定める様式及び(2)で定める連絡系統により県現

地機関等に報告するものとする。 

なお、火災・災害等即報要領第３直接即報基準に該当する災害が

発生した場合は、消防庁に対しても直接報告する。 

ｂ 町における体制のみでは、円滑な情報収集連絡の実施が困難であ

ると認められる場合は南信州地域振興局長に応援を求めるものと

する。 

ｃ 県庁舎の被災、通信の途絶等により、県との情報連絡がとれない

場合は、国（総務省消防庁）に直接被害情報等の連絡を行うものと

する。 

この場合の対象となる災害は次のとおりとする。 

 

第２節 災害情報の収集・連絡活動 

 

第２ 活動の内容 

２ 被害状況等の調査と調査責任機関 

 (1) (略) 

 

調査事項 調査機関 担当課 協力機関 

(略) 

社会福祉施設被害 町・施設管理者 民生課 飯田保健福祉事務所 

福祉課 

(略) 

給食施設関係被害 施設管理者 民生課 保健福祉事務所（福

祉・医療施設の被害

報告からの把握） 

(略) 

４ 災害情報の収集・連絡系統 

(3) 関係機関における実施事項の概要 

ア 被害報告等                          

町の実施事項 

(ｱ) あらかじめ情報収集連絡体制をとり、第２の２において町が調査機

関として定められている事項については被害状況等を調査のうえ、第

２の４(1)に定める様式及び(2)で定める連絡系統により県現地機関

等に報告するものとする。 

なお、火災・災害等即報要領第３直接即報基準に該当する災害が

発生した場合は、消防庁に対しても直接報告する。 

(ｲ) 町における体制のみでは、円滑な情報収集連絡の実施が困難である

と認められる場合は南信州地域振興局長に応援を求めるものとする。 

 

(ｳ) 県庁舎の被災、通信の途絶等により、県との情報連絡がとれない場

合であって、次の災害であるときは、国（総務省消防庁）に直接被害

情報等の連絡を行うものとする。 

               （追記） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

 

 

見出し記号の追加 

見出し記号の修正 

 

 

 

 

 

見出し記号の修正 

 

 

見出し記号の修正 

県の防災計画に合わ

せて修正 

    



43 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【風水害対策編】第３章第２節 

新 旧 修正理由・備考 

なお、県との情報連絡が可能となった時点で、直ちに通常ルート 

に戻すものとする。 

(a) 町において災害対策本部を設置した災害 

(b) 災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて、特に報告

の必要があると認められる程度の災害 

(c) (a)又は(b)に定める災害になるおそれのある災害 

国への報告は、消防組織法第40条に基づく災害報告取扱要領（昭

和45年4月10日付消防防第246号）及び火災・災害等即報要領（昭

和59年10月15日付消防災第267号）により行う消防庁への報告と一

体的に行うものとする。   

(ｲ) 指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関の実施事

項各機関は、その所管する施設について被害状況を調査し、その状

況を県危機管理防災課（災害対策本部室）に連絡するものとする。 

(ｳ)  「防災情報システム」を利用し、被害情報等による関係機関との

情報共有に努めるものとする。  

 

 

別記 災害情報収集連絡系統別記 災害情報収集連絡系統 

(10) 感染症関係報告     様式11号 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ 県において災害対策本部を設置した災害 

ｂ 災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて、特に報告

の必要があると認められる程度の災害 

ｃ (a)又は(b)に定める災害になるおそれのある災害 

なお、この国への報告は、消防組織法第40条に基づく災害報告

取扱要領（昭和45年4月10日付消防防第246号）及び火災・災害等

即報要領（昭和59年10月15日付消防災第267号）により行う消防庁

への報告と一体的に行うものとする。 

(ｴ) 指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関の実施事

項各機関は、その所管する施設について被害状況を調査し、その状

況を県危機管理防災課（災害対策本部室）に連絡するものとする。 

(ｵ)  「防災情報システム」を利用し、被害情報等による関係機関との

情報共有に努めるものとする。  

 

 

別記 災害情報収集連絡系統別記 災害情報収集連絡系統 

(10) 感染症関係報告     様式11号 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

見出し記号の修正・

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

見出し記号の修正 

 

 

見出し記号の修正 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 県疾病・感染症対策課 

（感染症対策担当） 

県感染症対策課 
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【風水害対策編】第３章第３節 

新 旧 修正理由・備考 

第３節 非常参集職員の活動 

第３ 活動の内容 

１ 【町が実施する対策】  

(3) 職員の参集 

     ア 参集方法 

     (ｱ) 指示によらない参集 

職員は、日頃から災害関連情報に十分注意し、災害時はテレビ、ラ

ジオ、インターネット等より情報を入手し、前記(2)の「事象発生と同

時に活動を開始する基準」に該当する災害事象が発生した場合は、当

該職員は連絡を待たず、直ちに参集するものとする。 

 

第３節 非常参集職員の活動 

第３ 活動の内容 

１ 【町が実施する対策】  

(3) 職員の参集 

     ア 参集方法 

     (ｱ) 指示によらない参集 

職員は、災害関連情報に十分注意し、災害時はテレビ、ラジオ、イ

ンターネット等より情報を入手し、前記(2)の「事象発生と同時に活

動を開始する基準」に該当する災害事象が発生した場合は、当該職員

は連絡を待たず、直ちに参集するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

表記の整理に伴う修

正 
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【風水害対策編】第３章第５節 

新 旧 修正理由・備考 

第５節 ヘリコプターの運用計画 

 

（別記）ヘリコプター要請手続要領 

４ 自衛隊ヘリコプター 

(1) 自衛隊災害派遣要請の手続系統は、次表のとおりである。なお、詳細

については、 本章第６節「自衛隊の災害派遣」による。 

   (略) 

(2) 林野火災の場合等、航空機運用が伴う災害派遣要請の場合は第 12 旅団

長に要請する。 

 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

第５節 ヘリコプターの運用計画 

 

（別記）ヘリコプター要請手続要領 

４ 自衛隊ヘリコプター 

要請については、本章第６節「自衛隊の災害派遣」による。 

 

  (略) 

    (新規) 

 

 

 

 

 

見出し記号の修正 

航空機運用に伴う林

野火災の場合の災害

派遣要請先の変更に

よる修正 

 

危機管理部長 

（危機管理防災課） 

通    知 

(知事への要請要求 

が出来ない場合) 

知  事 

南信州地域振興局長 

要 請 
連絡班が県庁 

に派遣されて 

いる場合 

自衛隊 

連絡班 

関係部長 

現地機関の長 

連絡調整 

指定地方行政機関等 町 長 

第13普通科連隊長 

（松本駐屯地司令） 

協力要請 

調 整 

第12旅団長 
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【風水害対策編】第３章第６節 

新 旧 修正理由・備考 

第６節 自衛隊の災害派遣 

 

第３ 活動の内容 

１ 派遣要請 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する対策】 

(ｲ) 派遣要請系統 

自衛隊災害派遣要請の手続系統は、次表のとおりである。 

      ａ 自衛隊災害派遣要請  

      (略) 

ｂ 林野火災の場合等、航空機運用が伴う災害派遣要請の場合 

 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第６節 自衛隊の災害派遣 

 

第３ 活動の内容 

１ 派遣要請 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する対策】 

(ｲ) 派遣要請系統 

自衛隊災害派遣要請の手続系統は、次表のとおりである。 

(追記) 

     (略) 

(新規) 

 

 

 

 

 

 

 

 

航空機運用に伴う林

野火災の場合の災害

派遣要請先の変更に

よる修正 

    

危機管理部長 

（危機管理防災課） 

通    知 

(知事への要請要求 

が出来ない場合) 

知  事 

南信州地域振興局長 

要 請 
連絡班が県庁 

に派遣されて 

いる場合 

自衛隊 

連絡班 

関係部長 

現地機関の長 

連絡調整 

指定地方行政機関等 町 長 

第13普通科連隊長 

（松本駐屯地司令） 

協力要請 

調 整 

第12旅団長 
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【風水害対策編】第３章第６節 

新 旧 修正理由・備考 

(ｳ) 派遣要請の要求手続 

     (略) 

 

○ 要請文書の宛先・連絡先 

要請文書の宛先 

陸上自衛隊第13普通科連隊長 

（松本市高宮西１－１） 

連絡先 

時 間 内 時 間 外 

第３科長 

TEL 

NTT 0263-26-2766(内線235) 

防災行政無線 81-535-79 

FAX 

NTT 0263-26-2766(内線239) 

防災行政無線 81-535-76 

駐屯地当直司令 

TEL 

NTT 0263-26-2766(内線302) 

防災行政無線 81-535-61 

FAX 

NTT 0263-26-2766(内線239) 

防災行政無線 81-535-
62 

  

要請文書の宛先 

陸上自衛隊第12旅団長 

 （群馬県北群馬郡榛東村新井１０１７－２） 

連絡先 

時 間 内 時 間 外 

第３科長 

TEL 

NTT 0279-54-2011(内線2230) 

駐屯地当直司令 

TEL 

NTT 0279-54-2011(内線2208) 

FAX：NTT 0279-54-2011(内線2233) 

 

 

(ｳ) 派遣要請の要求手続 

     (略) 

 

○ 要請文書の宛先・連絡先 

要請文書の宛先 

陸上自衛隊第13普通科連隊長 

（松本市高宮西１－１） 

連絡先 

時 間 内 時 間 外 

第３科長 

TEL 

NTT 0263-26-2766(内線235) 

防災行政無線 81-535-79 

FAX 

NTT 0263-26-2766(内線239) 

防災行政無線 81-535-76 

駐屯地当直司令 

TEL 

NTT 0263-26-2766(内線302) 

防災行政無線 81-535-61 

FAX 

NTT 0263-26-2766(内線239) 

防災行政無線 81-535-
62 

 

   (追加) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

航空機運用に伴う林

野火災の場合の災害

派遣要請先の変更に

よる修正 
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【風水害対策編】第３章第７節 

新 旧 修正理由・備考 

第７節 救助・救急・医療活動 

 

第３ 活動の内容 

２ 医療活動 

(2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する対策】 

(ｲ) 日本赤十字社長野県支部長は、県、町から要請があったとき、又は

支部長、病院長が必要と認めたときは、日赤災害医療コーディネータ

ーや医療救護班等を派遣し、避難所・医療救護所等で別に掲げる医療

救護活動等に当たるものとする。 

(略) 

(ｿ) （一社）長野県臨床検査技師会及び（一社）日本臨床検査薬卸連合

会関東甲信越臨床検査薬卸連合会は、県との協定に基づく要請があっ

た場合は、臨床検査技師の派遣及び臨床検査薬等の供給を行うものと

する。 

(ﾀ) 長野県災害リハビリテーション支援関連団体協議会（長野ＪＲＡ

Ｔ）は、県との協定に基づく要請があった場合は、避難所等において、

災害リハビリテーショ ン支援活動を行うものとする。 

 

第７節 救助・救急・医療活動 

 

第３ 活動の内容 

２ 医療活動 

(2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する対策】 

(ｲ) 日本赤十字社長野県支部長は、県、町から要請があったとき、又は

支部長、病院長が必要と認めたときは、医療救護班等を派遣し、避難

所・医療救護所等で別に掲げる医療救護活動等に当たるものとする。 

(略) 

 

(新設) 

 

 

 

(ｿ) （一社）長野県理学療法士会は、県との協定に基づく要請があった

場合は、避難所等において、傷病者、被災者に対し応急処理活動等を

行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

見出し記号の修正・

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第３章第１０節 

新 旧 修正理由・備考 

第１０節 緊急輸送活動 

 

第３ 活動の内容 

２ 緊急交通路確保のための道路敬開等 

(2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する対策】 

(ｵ) 必要に応じて緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）・ＴＥＣ

－ＦＯＲＣＥアドバイザーを派遣し、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥパートナー

との連携等により、被災状況の迅速な把握、被災地へのアクセス確保、

被害の発生及び拡大の防止、被災地の早期復旧その他災害応急対策な

ど、交通の確保に関して被災地方公共団体等が行う活動に対する支援

を実施するものとする。（地方整備局） 

 

３ 輸送手段の確保 

(2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する対策】(略） 

(ｳ) 緊急輸送が円滑に実施されるよう、交通輸送機関の現状把握に努め

るとともに、 必要に応じて緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣ

Ｅ）・ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥア ドバイザーを派遣しＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ

パートナーとの連携等により、輸送分担、 連絡輸送等の調整、輸送命

令、不急輸送の停止及び制限を行うものとする。（北陸 信越運輸局） 

 

４ 輸送拠点の確保 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する対策】 

(ｱ) 地域内物資輸送拠点を速やかに開設するとともに、民間事業者との

災害時連携 協定に基づいて輸送拠点での物資の受入れ、車両の手配、

輸送等を行う体制を速 やかに整え、指定避難所までの輸送体制を確

保するものとし、その周知徹底を図 る。また、輸送拠点の効率的な

運営を図るため、速やかに、運営に必要な人員や資機材等を運送事業

者等と連携して確保するよう努める。 

 

第１０節 緊急輸送活動 

 

第３ 活動の内容 

２ 緊急交通路確保のための道路敬開等 

(2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する対策】 

(ｵ) 必要に応じて緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）等を派遣

し、被災状況の迅速な把握、被災地へのアクセス確保，被害の発生及

び拡大の防止、被災地の早期復旧その他災害応急対策など、交通の確

保に関して被災地方公共団体等が行う活動に対する支援を実施する

ものとする。 

 

 

３ 輸送手段の確保 

(2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する対策】(略） 

(ｳ) 緊急輸送が円滑に実施されるよう、交通輸送機関の現状把握に努め

るとともに、必要に応じ、輸送分担、連絡輸送等の調整、輸送命令、

不急輸送の停止及び制限を行うものとする。（北陸信越運輸局） 

 

 

 

 

４ 輸送拠点の確保 

   (2) 実施計画 

ア 【町が実施する対策】 

(ｱ) 輸送拠点の運営は、相互応援協定に基づき所在地の町が当たること

を原則とし、運営に当たっては、県と密接に連携する。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第３章第１２節 

新 旧 修正理由・備考 

第１２節 避難受入及び情報提供活動 

 

第３ 活動の内容 

１ 高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保 

(1) 基本方針 

(略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 避難所等の開設・運営 

(1) 基本方針 

(略)  

その際、衛生、食事、睡眠（Ｔ：トイレ（衛生）、Ｋ：キッチン（食事）、

Ｂ：ベッド等（睡眠））に関する環境確保について、県、関係団体等と

連携し対策を講ずるものとする。  

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する対策】 

(ｸ) 指定避難所における生活環境について下記の事項に注意を払い、

必要な措置を講ずることで、常に良好なものであるよう努めるもの

とする。 

ａ トイレの設置状況・し尿処理状況等の把握に努め、簡易トイレ・

トイレカー・トイレトレーラ等のより快適なトイレの設置への配

慮 

ｂ 食事供与の状況の把握に努め、栄養バランスのとれた適温の食

事の提供（炊き出しに利用できる学校給食施設等の場所、調理器

具、食料等の確保） 

ｃ 避難所開設当初からのパーティションや段ボールベッド等の

簡易ベッドの設置 

ｄ 入浴、洗濯等の生活に必要となる水の確保 

第１２節 避難受入及び情報提供活動 

 

第３ 活動の内容 

１ 高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保 

(1) 基本方針 

(略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 避難所等の開設・運営 

(1) 基本方針 

(略)  

その際、衛生、食事、睡眠（Ｔ：トイレ（衛生）、Ｋ：キッチン（食事）、

Ｂ：ベッド等（睡眠））に関する環境確保について、県、関係団体等と

連携し対策を講じるものとする。  

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する対策】 

(ｸ) 指定避難所における生活環境について下記の事項に注意を払い、

必要な措置をとることで、常に良好なものであるよう努めるものと

する。 

ａ トイレの設置状況等の把握に努め、簡易トイレ、トイレカー、

トイレトレーラ等のより快適なトイレの設置への配慮 

 

ｂ 食事供与の状況の把握に努め、栄養バランスの取れた適温の食

事の提供(追記) 

 

ｃ 避難所開設当初からパーティションや段ボールベッド等の簡

易ベッドの設置 

ｄ 入浴、洗濯等の生活に必要となる水の確保 

 

 

 

 

 

 

防災気象情報の改定

に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第３章第１２節 

新 旧 修正理由・備考 

ｅ 避難の長期化等、必要に応じた避難者の健康状態や指定避難所

の環境状況の把握 

  (c) 健康のための入浴施設設置の有無及び利用頻度 

ｆ 家庭動物との同行避難に対する適切な体制の整備（専用スペー

スの確保等）、家庭動物の受入状況の把握 

 

(ｹ) 指定避難所における感染症対策のため、受付時の確認、避難者の

健康管理や避難所の衛生管理、十分な避難スペースの確保、適切な

避難所レイアウト、感染症を発症した避難者や疑いのある者の専用

スペース又は個室の確保等の必要な措置を講ずるよう努めるもの

とする。 

(ｺ) 指定避難所等の運営における女性や子育て家庭の参画を推進す

るとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等への配慮や子

ども・若者の居場所の確保に努めるものとする。特に、女性専用の

物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品、女性用下着の女性に

よる配布、男女ペアによる巡回警備や防犯ブザーの配布等による指

定避難所等における安全性の確保、キッズスペースや学習スペース

の設置など、女性や子育て家庭、子ども・若者のニーズに配慮した

指定避難所の運営管理に努めるものとする。 

(ｻ) 指定避難所等における女性や子ども等に対する性暴力・ＤＶの発

生を防止するため、女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置す

る、トイレ・更衣室・浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場

所に設置する、照明を増設する、性暴力・ＤＶについての注意喚起

のためのポスターを掲載するなど、女性や子ども等の安全に配慮す

るよう努めるものとする。 

また、警察、病院、女性支援団体との連携の下、被害者への相談

窓口情報の提供を行うよう努めるものとする。 

(ﾁ) やむを得ず避難所に滞在することができない被災者に対しても、

食料等必要な物資の配布、保健師等による巡回健康相談の実施等保

健医療サービスの提供、正確な情報の伝達により、生活環境の確保

が図られるよう努める。 

(ﾄ) 避難所を開設した場合には、関係機関等による支援が円滑に講じ

られるよう、避難所の開設状況等とともに、指定避難所については

当該避難所に付与された全国共通避難所・非難場所ＩＤを適切に県

に報告するよう努めるものとする。 

ｅ 避難の長期化等必要に応じて、避難者の健康状態や指定避難所

の環境状況の把握 

  (c) 入浴施設設置の有無及び利用頻度 

ｆ 必要に応じ、指定避難所における家庭動物のためのスペースの

確保等、同行避難について適切な体制整備に努めるとともに、避

難所等における家庭動物の受入状況を含む避難状況等の把握 

(ｹ) 指定避難所における感染症対策のため、受付時の確認、避難者の

健康管理や避難所の衛生管理、十分な避難スペースの確保、適切な

避難所レイアウト、感染症を発症した避難者や疑いのある者の専用

スペース又は個室の確保等の必要な措置を講じるよう努めるもの

とする。 

(ｺ) 指定避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女

のニーズの違い等男女双方の視点等に配慮する。特に、女性専用の

物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品、女性用下着の女性に

よる配布、男女ペアによる巡回警備や防犯ブザーの配布等による指

定避難所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに

配慮した指定避難所の運営管理に努めるものとする。 

 

 

(ｻ) 指定避難所等における女性や子供等に対する性暴力・ＤＶの発生

を防止するため、女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置す

る、トイレ・更衣室・浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場

所に設置する、照明を増設する、性暴力・ＤＶについての注意喚起

のためのポスターを掲載するなど、女性や子供等の安全に配慮する

よう努めるものとする。 

また、警察、病院、女性支援団体との連携の下、被害者への相談

窓口情報の提供を行うよう努めるものとする。 

(ﾁ) やむを得ず指定避難所に滞在することができない被災者に対し

ても、食料等必要な物資の配布、保健師等による巡回健康相談の実

施等保健医療サービスの提供、正確な情報の伝達により、生活環境

の確保が図られるよう努める。 

(ﾄ) 避難所を開設した場合には、関係機関等による支援が円滑に講じ

られるよう、避難所の開設状況等を適切に県に報告するよう努める

ものとする。 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第３章第１２節 

新 旧 修正理由・備考 

５ 広域避難及び広域一時滞在を要する場合の活動 

   (2) 実施計画 

【町が実施する対策】 

 (ｲ) 広域一時滞在の対応 

       ｂ 市町村間の情報共有等 

被災市町村は、広域一時滞在の受入先市町村との間で、被災住

民に関する情 報共有を確実に行うものとする。また、受入先市

町村は、受け入れた被災住 民に対し、必要な支援情報を提供す

るものとする。 

ｃ 広域的避難収容活動の実施 

政府本部が作成する広域的避難収容実施計画に基づき、適切

な広域的避難収容活動を実施する。 

 

６ 住宅の確保 

(1) 基本方針 

住居の被災により避難所生活を余儀なくされた住民に対して、早期に

生活基盤が安定するよう県と連携し、公営住宅のあっせん等により速や

かに住宅の提供または住宅情報の提供を行い、難所の早期解消に努める

こととする。 

(略) 

 (2) 実施計画 

【町が実施する対策】 

 (ｶ) 応急仮設住宅の運営管理に当たっては、応急仮設住宅における

安心・安全の確保、孤独死や引きこもりなどを防止するための心に

ケア、入居者によるコミュニティの形成及び運営に努めるととも

に、女性の参画を推進し、女性や子ども・若者をはじめとする生活

者の意見を反映できるよう配慮する。また、必要に応じて、応急仮

設住宅における家庭動物の受入れにも配慮するものとする。 

 

５ 広域避難及び広域一時滞在を要する場合の活動 

   (2) 実施計画 

【町が実施する対策】 

 (ｲ) 広域一時滞在の対応 

(新設) 

 

 

 

 

ｂ 広域的避難収容活動の実施 

政府本部が作成する広域的避難収容実施計画に基づき、適切 

な広域的避難収容活動を実施する。 

 

６ 住宅の確保 

(1) 基本方針 

住居の被災により避難所生活を余儀なくされた住民に対して、早期に

生活基盤が安定するよう県と連携し、公営住宅のあっせん等により速や

かに住宅の提供または住宅情報の提供を行う。 

 

(略) 

(2) 実施計画 

【町が実施する対策】 

 (ｶ) 応急仮設住宅の運営管理に当たっては、応急仮設住宅における

安心・安全の確保、孤独死や引きこもりなどを防止するための心に

ケア、入居者によるコミュニティの形成及び運営に努めるととも

に、女性の参画を推進し、女性を始めとする生活者の意見を反映で

きるよう配慮する。また、必要に応じて、応急仮設住宅における家

庭動物の受入れにも配慮するものとする。 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

見出し記号の修正 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第３章第１３節 

新 旧 修正理由・備考 

第１３節 孤立地域対策活動 

 

第３ 活動の内容 

１ 孤立実態の把握対策 

(1) 基本方針 

全ての応急対策は被害実態の把握から始まる。通信途絶地域について

は、地域からの救助要請や被害状況の報告が不可能となるので、応急対

策責任者の側から能動的に状況を確認する必要がある。発災時には、平

時からの孤立予想に基づき、ただちに各地域と連絡をとり、孤立の有無

と被害状況について確認するものとする。 

    

３ 通信手段の確保 

   (2) 実施計画 

    イ 【関係機関が実施する対策】（ＮＴＴ東日本㈱） 

 

第１３節 孤立地域対策活動 

 

第３ 活動の内容 

１ 孤立実態の把握対策 

(1) 基本方針 

全ての応急対策は被害実態の把握から始まる。通信途絶地域について

は、地域からの救助要請や被害状況の報告が不可能となるので、応急対

策責任者の側から能動的に状況を確認する必要がある。発災時には、平

常時からの孤立予想に基づき、ただちに各地域と連絡をとり、孤立の有

無と被害状況について確認するものとする。 

   

３ 通信手段の確保 

   (2) 実施計画 

    イ 【関係機関が実施する対策】（東日本電信電話㈱） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

 

社名変更に伴う修正 
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【風水害対策編】第３章第１４節 

新 旧 修正理由・備考 

第１４節 食料品等の調達供給活動 

 

第３ 活動の内容 

１ 食料品等の調達 

     (2) 実施計画 

ア 【町が実施する対策】 

 (ｵ) 計画等で定めた非常用食料の必要量を超えるような供給が必要とな

った場合は、新物資システム（Ｂ－ＰＬｏ）を用いて県災害対策本部

室に対して食料の供給について種類及び数量を、管理栄養士等行政栄

養関係者の関与の下、明示して要請を行うものとする。 

(ｶ) 避難所における食物アレルギーを有する者のニーズの把握やアセス

メントの実施、食物アレルギーに配慮した食料の確保等に努めるもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１４節 食料品等の調達供給活動 

 

第３ 活動の内容 

１ 食料品等の調達 

     (2) 実施計画 

ア 【町が実施する対策】 

 (新設) 

 

 

 

(ｵ) 避難所における食物アレルギーを有する者のニーズの把握やア

セスメントの実施、食物アレルギーに配慮した食料の確保等に努め

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合

わせて修正 

 

 

見出し記号の修正 

 

 

 

 

県の防災計画に合

わせて修正 

 

 

食料費・生活必需品の県への調達要請フロー 食料費・生活必需品の県への調達要請フロー 
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【風水害対策編】第３章第１７節 

新 旧 修正理由・備考 

第１７節 保健衛生、福祉、感染症予防活動 

 

第１ 基本方針 

被災後、復旧までの間における被災者の健康の確保を目的として、被災保

健所・市町村 における保健医療福祉活動の指揮調整のもと、被災者の健康状

態の把握・健康相談等の保健活動、感染症の発生予防措置・まん延防止措置、

食品衛生指導、食生活の状況の把握及び栄養・食生活改善支援等の活動を行

うとともに、地域の衛生状態にも十分配慮する。 

 

第２ 主な活動 

  １ 被災保健所・市町村は、被災者の健康支援に必要な情報収集・分析に基づ

き保健医療 福祉活動チームの配置や物資確保等の支援体制構築の指揮調整

を行う。これらの指揮調 整の支援にあたっては、必要に応じて災害時健康

危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ）を 派遣する。 

２ 保健師による被災者の健康相談等を行うとともに、避難所等における健

康意識の向上に努める。 

また、被災者の食料確保状況を把握し、管理栄養士による栄養・食生活

相談を行うとともに、食品衛生上の危害防止のための措置をとる。 

さらに、歯科衛生士による口腔衛生指導を行うとともに、口腔衛生の維

持に努める。 

３ 平時から感染症予防対策用資機材の整備、感染症予防対策のための組織

の明確化を図り、災害時においては、衛生指導、健康調査などの感染症予

防活動を速やかに行う。また、感染症発生時には、疫学調査や患者への医

療提供、消毒などのまん延防止措置をとる。 

 

第３ 活動の内容 

１ 保健衛生活動 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する対策】 

(ｱ) 被災者の避難状況を把握し、県災害対策本部地方部に置かれる地域

本部に報告するとともに被災者台帳等に反映するものとする。 

イ 【関係機関が実施する対策】 

(ｳ) 行政との連携をもとに、栄養士会は、栄養・食生活相談、身体・病

態の状況に 合わせた食品の提供等、食生活改善推進協議会は、炊き 

第１７節 保健衛生、感染症予防活動 

 

第１ 基本方針 

被災後、復旧までの間における被災者の健康の確保を目的として、被災者

の健康状態の把握・健康相談等の保健活動、感染症の発生予防措置・まん延防

止措置、食品衛生指導、食生活の状況の把握及び栄養改善対策等の活動を行

うとともに、地域の衛生状態にも十分配慮する。 

 

 

第２ 主な活動 

（新設） 

 

 

 

１ 保健師による被災者の健康相談等を行うとともに、避難所における健康

意識の向上に努める。また、被災者の食料確保状況を把握し、管理栄養士に

よる栄養指導を行うとともに、食品衛生上の危害防止のための措置をとる。 

さらに、歯科衛生士による口腔衛生指導を行うとともに、口腔衛生の維

持に努める。 

 

２ 平常時から感染症予防対策用資機材の整備、感染症予防対策のための組

織の明確化を図り、災害時においては、衛生指導、健康調査などの感染症予

防活動を速やかに行う。また、感染症発生時には、疫学調査や患者への医療

提供、消毒などのまん延防止措置をとる。 

 

第３ 活動の内容 

１ 保健衛生活動 

(2) 実施計画 

ア 【町が実施する対策】 

(ｱ) 被災者の避難状況を把握し、保健福祉事務所に置かれる地方部保健

福祉班に報告するとともに被災者台帳等に反映するものとする。 

イ 【関係機関が実施する対策】 

(ｳ) 栄養士会、食生活改善推進協議会は、行政との連携のもとに、栄養

指導・炊き出し等を行うよう努めるものとする。 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

見出し記号の修正・

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

見出し記号の修正・

表現の統一に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第３章第１７節 

新 新 新 

(ｳ) 出し等を行うよう努めるものとする。 
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【風水害対策編】第３章第２５節 

新 旧 修正理由・備考 

第２５節 通信・放送施設応急活動 

 

第２ 主な取組み 

４ 警察機関は、警察通信施設の復旧活動及び臨時回線の開設を行う。 

  

第３ 計画の内容 

２ 電気通信施設の応急活動 

   (2) 実施計画 

【ＮＴＴ東日本㈱、㈱ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ㈱、ソフトバンク㈱、楽

天モバイル㈱が実施する対策】 

ア 重要通信の疎通確保 

(ｱ) 応急回線の作成、網措置等疎通確保に努めるものとする。  

(ｲ) 重要通話の確保のため、通話の利用制限等の措置をとるものとす

る。  

(ｳ) 非常、緊急扱い通話、又は非常、緊急扱い電報は、一般の通話又

は電報に優先して取り扱う対策を講ずるものとする。  

イ 災害時用公衆電話（特設公衆電話）の設置  

災害救助法が適用された場合等には、避難所等に災害時用公衆電話

（特設公衆電話）の設置に努めるものとする。  

ウ 無料公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）の設置 避難所等への無料公衆無

線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）の設置に努めるものとする。 

エ 携帯電話等の貸出し 避難所等における通信確保のため、市町村等に

対する携帯電話、携帯電話用充電 器（マルチチャージャ）、衛星携帯

電話等の貸出しに努めるものとする。 

オ 災害用伝言ダイヤル等の提供  

災害発生により著しく通信輻輳が発生した場合は、安否等の情報を

円滑に伝達できる災害用伝言ダイヤル・ｉモード災害用伝言板・ｗｅ

ｂ１７１を速やかに提供するものとする。  

カ 情報提供等 

通信の疎通及び利用制限の措置状況および通信の被災と復旧状況

等の情報提供に努めるものとする。  

 

第２５節 通信・放送施設応急活動 

 

第２ 主な取組み 

４ 警察機関は、警察無線施設の復旧活動及び臨時回線の開設を行う。 

  

第３ 計画の内容 

２ 電気通信施設の応急活動 

   (2) 実施計画 

【東日本電信電話㈱、㈱ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ㈱、ソフトバンク㈱、

楽天モバイル㈱が実施する対策】 

ア 重要通信の疎通確保 

(ｱ) 応急回線の作成、網措置等疎通確保に努めるものとする。  

(ｲ) 重要通話の確保のため、通話の利用制限等の措置をとるものとす

る。  

(ｳ) 非常、緊急扱い通話、又は非常、緊急扱い電報は、一般の通話又

は電報に優先して取り扱う対策を講じるものとする。  

イ 災害時用公衆電話（特設公衆電話）の設置  

災害救助法が適用された場合等には、避難所等に災害時用公衆電話

（特設公衆電話）の設置に努めるものとする。  

(新設) 

 

(新設) 

 

 

ウ 災害用伝言ダイヤル等の提供  

災害発生により著しく通信ふくそうが発生した場合は、安否等の情

報を円滑に伝達できる災害用伝言ダイヤル・ｉモード災害用伝言板・

ｗｅｂ１７１を速やかに提供するものとする。  

エ 情報提供等  

通信の疎通及び利用制限の措置状況および通信の被災と復旧状況

等の情報提供に努めるものとする。  

 

 

 

 

標記の修正 

 

 

 

 

社名変更に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

見出し記号の修正 

標記の修正 

 

 

見出し記号の修正 
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【風水害対策編】第３章第２７節 

新 旧 修正理由・備考 

第２７節 土砂災害等応急活動 

 

第３ 活動の内容 

１ 大規模土砂災害対策 

(2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する対策】（中部地方整備局、飯田建設事務所） 

(ｳ) (略) 

また、派遣された緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）等は、

被災状況調査を実施する場合にはヘリ、無人航空機等を活用するもの

とし、救命・救助・救急活動を実施する警察・消防・自衛隊等の部隊

が活動する災害現場において活動を実施する場合や、避難所等におけ

る給水支援等を実施する場合には、必要に応じて、合同調整所等を活

用し、当該部隊や関係団体等との間で、 情報共有及び活動調整、相互

協力を行うものとする。 

 

２ 地すべり等応急対策 

     (2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する対策】(略) 

(ｴ) 要請に基づき緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）等を派遣

するものとする。 

 

３ 土石流対策 

   (2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する対策】(略) 

(ｴ) 要請に基づき緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）等を派遣

するものとする。 

 

４ 崖崩れ応急対策 

(2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する対策】(略) 

(ｱ) 要請に基づき緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）等を派遣

するものとする。 

 

第２７節 土砂災害等応急活動 

 

第３ 活動の内容 

１ 大規模土砂災害対策 

(2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する対策】（中部地方整備局、飯田建設事務所） 

(ｳ) (略) 

また、派遣された緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）は、

被災状況を実施する場 合にはヘリ、無人航空機等を活用するものと

し、救命・救助・救急活動を実施する警察・消防・自衛隊等の部隊が

活動する災害現場において活動を実施する場合には、必要に応じて、

合同調整所等を活用し、当該部隊や関係団体等との間で、情報共有及

び活動調整、相互協力を行うものとする。 

 

 

２ 地すべり等応急対策 

     (2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する対策】(略) 

(ｴ) 要請に基づき緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）を派遣す

るものとする。 

 

３ 土石流対策 

(2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する対策】(略) 

(ｴ) 要請に基づき緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）を派遣す

るものとする。 

 

４ 崖崩れ応急対策 

(2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する対策】(略) 

(ｱ) 要請に基づき緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）を派遣す

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第３章第３１節 

新 旧 修正理由・備考 

第３１節 災害の拡大防止と二次災害の防止活動 

 

第３ 活動の内容 

５ 山腹・斜面及び渓流並びに施設に係る二次災害防止対策 

(2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する対策】（中部地方整備局） 

必要に応じて緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）・ＴＥＣ

－ＦＯＲＣＥアドバイザーを派遣し、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥパートナー

との連携等により、被災状況、被災地方公共団体のニーズ等の迅速な

把握、被害の発生及び拡大の防止、被災地の 早期復旧、給水支援そ

の他災害応急対策など、二次災害防止対策に関して被災地方 公共団

体等が行う活動に対する支援を実施するものとする。また、派遣され

た緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）等は、被災状況地調査

を実施する場合にはヘリ、無人航空機等を活用するものとし、救命・

救助・救急活動を実施する警察・消防・自衛隊等の部隊が活動する災

害現場での活動や、避難所等における給水支援等を実施する場合に

は、必要に応じて、合同調整所等を活用し、当該部隊や関係団体等と

の間で、情報共有及び活動調整、相互協力を行うものとする。 

 

 

第３１節 災害の拡大防止と二次災害の防止活動 

 

第３ 活動の内容 

５ 山腹・斜面及び渓流並びに施設に係る二次災害防止対策 

(2) 実施計画 

イ 【関係機関が実施する対策】（中部地方整備局） 

必要に応じて緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）等を派遣

し、被災状況、被災地方公共団体のニーズ等の迅速な把握、被害の発生

及び拡大の防止、被災地の早期復旧その他災害応急対策など、二次災害

防止施策に関して被災地方公共団体等が行う活動に対する支援を実施

するものとする。また、派遣された緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯ

ＲＣＥ）は、救助・救急活動を実施する警察・消防・自衛隊等の部隊が

活動する災害現場において活動を実施する場合には、必要に応じて、合

同調整所等を活用し、当該部隊との間で、情報共有及び活動調整、相互

協力を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第３章第３３節 

新 旧 修正理由・備考 

第３３節 農林水産物災害応急活動 

   

第１ 基本方針 

被害状況の早期・的確な把握に努め、農作物等被害の拡大防止のための栽

培・管理技術指導の徹底を図るとともに、農作物、森林の病害虫や家畜等の

伝染性疾病の発生・まん延防止のための防除、倒伏した立木等による二次災

害防止のための除去を行うものとする。 

また、被災した農林水産物の生産、流通、加工施設等について、速やかな復

旧に努めるものとする。 

  

第３ 活動の内容 

１ 農水産物災害応急対策 

   (2) 実施計画 

ウ 【住民が実施する対策】 

(ｲ) 作目別の主な応急対策 

ｂ 果樹 

(d) 樹木に付着した泥は、速やかに洗い流す。 

 

第３３節 農林水産物災害応急活動 

 

第１ 基本方針 

被害状況の早期・的確な把握に努め、農作物等被害の拡大防止のための栽

培・管理技術指導の徹底を図るとともに、農作物、森林の病害虫や家畜等の伝

染性疾病の発生・まん延防止のための防除、倒壊した立木等による二次災害

防止のための除去を行うものとする。 

また、被災した農林水産物の生産、流通、加工施設等について、速やかな復

旧に努めるものとする。 

  

第３ 活動の内容 

１ 農水産物災害応急対策 

   (2) 実施計画 

ウ 【住民が実施する対策】 

(ｲ) 作目別の主な応急対策 

ｂ 果樹 

(d) 果実や葉に付着した泥は、速やかに洗い流す。 

 

 

 

 

 

 

標記の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 
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【風水害対策編】第３章第３５節 

新 旧 修正理由・備考 

第３５節 飼養動物の保護対策 

 

第１ 基本方針 

災害時においては、人命救助が最優先であるが、放浪動物による危害及び

環境悪化の防止及び動物愛護等の観点から、被災した動物の保護・収容・救

護及び避難所等での飼養等の保護措置を獣医師会と連携し実施する。 

 

第３ 活動の内容 

２ 実施計画 

ア 【町が実施する対策】 

(ｲ) 特定動物、危険な家畜等が施設等から逸走した場合は、人への危害

を防止するため、県、警察、飼い主、その他関係機関との連携の下、

必要な措置を講ずるものとする。 

 

第３５節 飼養動物の保護対策 

 

第１ 基本方針 

災害時においては、人命救助が最優先であるが、放浪動物による危害及び

環境悪化の防止及び動物愛護等の観点から、被災した動物の保護・収容・救護

及び避難所での飼養等の保護措置を獣医師会と連携し実施する。 

  

第３ 活動の内容 

２ 実施計画 

ア 【町が実施する対策】 

(ｲ) 特定動物、危険な家畜等が施設等から逸走した場合は、人への危害

を防止するため、県、警察、飼い主、その他関係機関との連携の下必

要な措置をとるものとする。 

 

 

 

 

 

文言の修正 

 

 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 
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【風水害対策編】第４章第２節 

新 旧 修正理由・備考 

第２節 迅速な原状復旧の進め方 

 

第３ 活動の内容 

１ 被災施設の復旧等 

(2) 実施計画 

【町及び県、公共機関が実施する対策】 

(ｸ) 水道事業者及び下水道事業者は、復旧に当たり上下水道一体とな

った対応に努 めるものとする。 

(ｹ) 被災地の状況、被害原因等を勘案し、再度災害の防止及び復旧事

業の効果等具 体的に検討のうえ事業期間の短縮に努めるものとす

る。 

(ｺ) 災害復旧事業に要する費用について、国、県の補助がある事業に

ついて被災施 設の復旧活動を行う者は、復旧事業の計画を速やか

に作成するものとする。 

(ｻ) 復旧事業に要する費用について、補助を受ける機関は、復旧事業

費の申請額の 算出を行うとともに、決定を受けるための査定計画

をたて、速やかに査定実施に 移すよう努めるものとする。  

(ｼ) 緊急に査定を行う必要がある事業については、ただちに緊急査定

が実施される よう措置をとり、復旧工事が迅速に行われるよう努

めるものとする。 

(ｽ) 暴力団等の動向把握を徹底し、復旧・復興事業への参入・介入の

実態把握に努めるとともに復旧・復興事業からの暴力団排除活動の

徹底に努めるものとする。 

  

 

第２節 迅速な原状復旧の進め方 

    

第３ 活動の内容 

１ 被災施設の復旧等 

 (2) 実施計画 

【町及び県、公共機関が実施する対策】 

(新規) 

 

(ｸ) 被災地の状況、被害原因等を勘案し、再度災害の防止及び復旧事

業の効果等具 体的に検討のうえ事業期間の短縮に努めるものとす

る。 

(ｹ) 災害復旧事業に要する費用について、国、県の補助がある事業に

ついて被災施 設の復旧活動を行う者は、復旧事業の計画を速やか

に作成するものとする。 

(ｺ) 復旧事業に要する費用について、補助を受ける機関は、復旧事業

費の申請額の 算出を行うとともに、決定を受けるための査定計画

をたて、速やかに査定実施に 移すよう努めるものとする。  

(ｻ) 緊急に査定を行う必要がある事業については、ただちに緊急査定

が実施される よう措置をとり、復旧工事が迅速に行われるよう努

めるものとする。 

(ｼ) 暴力団等の動向把握を徹底し、復旧・復興事業への参入・介入の

実態把握に努めるとともに復旧・復興事業からの暴力団排除活動の

徹底に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 

見出し記号の修正 

 

 

見出し記号の修正 

 

 

見出し記号の修正 

 

 

見出し記号の修正 

 

 

見出し記号の修正 
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【風水害対策編】第４章第３節 

新 旧 修正理由・備考 

第３節 計画的な復興 

 

第３ 計画の内容 

１ 復興計画の作成 

(1) 基本方針 

被災地域の再建にあたり、更に災害に強いまちづくりを目指し、地域

構造及び産業基盤の改変を要するような、多機関が関係する高度、複雑

及び大規模な復興事業を、可及的速やかに実施するために復興計画を作

成するものとする。 

当該計画には、持続可能なまちづくりの視点から、生活・自然環境、

医療福祉、教育、地域産業等の継続を考慮する必要がある。 

計画策定に際しては、その検討組織等に、男女共同参画等の観点から

女性・障がい者・高齢者等の参加促進に努める。 

また、被災地の復興計画の作成に際しては、地域のコミュニティが被

災者の心の健康の維持を含め、被災地の物心両面にわたる復興に大きな

役割を果たすことにかんがみ、その維持・回復や、例えば、学校を核と

した地域コミュニティの拠点形成を行うなど、再構築に十分に配慮する

ものとする。併せて、女性、障がい者、高齢者等の意見が反映されるよ

う環境整備に努めるものとする。 

なお、当該計画の迅速・的確な作成と遂行のため、地方公共団体間及

び国との連携等調整を行う体制の整備を図るものとする。  

 

２ 防災まちづくり 

(1) 基本方針 

被災地域の再建にあたっては、必要に応じ、再度災害防止と、より快

適な環境を目指し、「まちづくりは現在の住民のみならず将来の住民の

ためのもの」という理念のもとに、計画作成段階でまちのあるべき姿を

明確にして、将来に悔いのない、住民の安全と環境保全等にも配慮した

防災まちづくりを住民の理解を求めながら実施する。併せて、女性、障

がい者、高齢者等の意見が反映されるよう、環境整備に努める。 

(2) 実施計画  

ウ 【住民が実施する計画】  

再度災害防止、より安全で快適なまちづくりは、自分たちはもちろ

ん、子どもたちをはじめとする将来のためのまちづくりでもあること

を認識し、防災まちづくりへの理解と協力に努めるものとする。  

 

第３節 計画的な復興 

 

第３ 計画の内容 

１ 復興計画の作成 

(1) 基本方針 

被災地域の再建にあたり、更に災害に強いまちづくりを目指し、地域

構造及び産業基盤の改変を要するような、多機関が関係する高度、複雑

及び大規模な復興事業を、可及的速やかに実施するために復興計画を作

成するものとする。 

当該計画には、持続可能なまちづくりの視点から、生活・自然環境、

医療福祉、教育、地域産業等の継続を考慮する必要がある。 

計画策定に際しては、その検討組織等に、男女共同参画等の観点から

女性・障がい者・高齢者等の参加促進に努める。 

また、被災地の復興計画の作成に際しては、地域のコミュニティが被

災者の心の健康の維持を含め、被災地の物心両面にわたる復興に大きな

役割を果たすことにかんがみ、その維持・回復や、例えば、学校を核と

した地域コミュニティの拠点形成を行うなど、再構築に十分に配慮する

ものとする。併せて、障がい者、高齢者、女性等の意見が反映されるよ

う環境整備に努めるものとする。 

 なお、当該計画の迅速・的確な作成と遂行のため、地方公共団体間及

び国との連携等調整を行う体制の整備を図るものとする。  

 

２ 防災まちづくり 

(1) 基本方針 

被災地域の再建にあたっては、必要に応じ、再度災害防止と、より快

適な環境を目指し、「まちづくりは現在の住民のみならず将来の住民の

ためのもの」という理念のもとに、計画作成段階でまちのあるべき姿を

明確にして、将来に悔いのない、住民の安全と環境保全等にも配慮した

防災まちづくりを住民の理解を求めながら実施する。併せて、女性・高

齢者・障がい者等の意見が反映されるよう、環境整備に努める。 

(2) 実施計画  

ウ 【住民が実施する計画】  

再度災害防止、より安全で快適なまちづくりは、自分たちはもちろ

ん、子供たちをはじめとする将来のためのまちづくりでもあることを

認識し、防災まちづくりへの理解と協力に努めるものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他節と揃うように修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他節と揃うように修

正 

 

 

 

表現の統一に伴う修

正 
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【風水害対策編】第４章第５節 

新 旧 修正理由・備考 

第５節 被災者等の生活再建等の支援 

 

第３ 活動の内容 

９ 医療費の一部負担金、保険料（税）の減免等 

(2) 実施計画 

ア【町が実施する対策】 

国民健康保険資格確認証の再交付等を迅速に処理するほか、災害に

より資産に重大な損害を受け、または収入が著しく減少した場合な

ど、療養給付を受ける場合の一部負担金や保険料(税)の支払いが困難

と認められる者に対し、一部負担金や保険料(税)の減免、徴収猶予等

の措置をとるものとする。  

イ【関係機関が実施する対策】 

厚生労働省関東信越厚生局長野事務所は、マイナ保険証又は資格確

認書提示の手続の簡素化、一部負担金等の支払いに係る特例措置等が

行われる場合には、関 係団体への速やかな協力要請を行うなど迅速

に対応するものとする。 

 

 

第５節 被災者等の生活再建等の支援 

 

第３ 活動の内容 

９ 医療費の一部負担金、保険料（税）の減免等 

(2) 実施計画 

ア【町が実施する対策】 

国民健康保険被保険者証の再交付等を迅速に処理するほか、災害に

より資産に重大な損害を受け、または収入が著しく減少した場合な

ど、療養給付を受ける場合の一部負担金や保険料(税)の支払いが困難

と認められる者に対し、一部負担金や保険料(税)の減免、徴収猶予等

の措置をとるものとする。  

イ【関係機関が実施する対策】 

(ｱ) 長野社会保険事務局は、医療保険における健康保険被保険者証再

交付業務などを迅速に処理するほか、健康保険被保険者証提示の手

続の簡素化、一部負担金等の支払いに係る特例措置等が行われる場

合には、関係団体への速やかな協力要請を行うなど迅速に対応する

ものとする。 

(ｲ) 長野社会保険事務局は、保険料に係る納期限の延長や、免除につ

いて必要に応じて、措置をとるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

名称の修正 

 

 

 

 

 

県の防災計画に合わ

せて修正 

 


